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第９回国民経済計算体系的整備部会ＳＵＴタスクフォース会合 議事録 

 

 

１ 日 時 平成30年６月18日（月）9:30～12:02 

 

２ 場 所 総務省第二庁舎 ６階 特別会議室 

 

３ 出席者 

【委  員】 

中村 洋一（座長）、宮川 努（座長代理）、河井 啓希、西郷 浩 

【専門委員】 

菅 幹雄、宮川 幸三 

【審議協力者】 

総務省統計局、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、 

国土交通省、日本銀行 

【審議対象の統計所管部局】 

総務省：肥後参与、阿南統計審査官、笠谷参事官、植松調査官 

内閣府：長谷川総括政策研究官、二村国民経済計算部長、鈴木企画調査課長、 

木滝国民生産課長 

文部科学省大臣官房付生涯学習政策局政策課調査統計企画室：船木室長補佐 

厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）付参事官付審査解析室：田中室長 

国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室：長町室長 

【事務局】 

（総務省） 

横山大臣官房審議官 

統計委員会担当室：櫻川室長、吉野政策企画調査官 

政策統括官（統計基準担当）：澤村統計審査官 

（内閣府） 

経済社会総合研究所：長谷川総括政策研究官、二村国民経済計算部長、鈴木企画調査

課長 

 

４ 議 事 

（１）「第78回産業統計部会、第80回サービス統計・企業統計部会（合同部会）」において

委員より指摘のあった産業連関表及び国民経済計算に関する事項について 

（２）建設・不動産、医療・介護、教育分野等の統計整備に係る検討状況の報告 

（３）ＳＵＴ・産業連関表の基本構成の大枠の決定に係る検討 

（４）その他 
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５ 議事録 

○中村座長 それでは、ただ今から第９回ＳＵＴタスクフォース会合を開催させていただ

きます。 

 本タスクフォースは、本年３月22日の第10回国民経済計算体系的整備部会において改組

が決まり、４月20日の第121回統計委員会を経て、宮川部会長から私に本タスクフォース

の座長への御指名がありました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 なお、宮川委員は国民経済計算体系的整備部会の部会長でありますので、本タスクフォ

ースの座長代理も兼ねていただくことになっております。宮川座長代理、どうぞよろしく

お願いいたします。 

○宮川（努）座長代理 よろしくお願いいたします。 

○中村座長 また、今回より、本タスクフォースが広範な内容を扱っていることを踏まえ、

審議強化の観点から河井委員にも参加いただくことになりました。河井委員、どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 本タスクフォースで御審議いただくメンバーは、お手元にお配りしている参考１のとお

りです。所属する委員５名のうち、本日は川﨑委員が御欠席です。なお、西郷委員は、所

用により10時15分ごろに途中御退席と伺っております。 

 本日の議事は多岐にわたります。まず初めに、産業統計部会、サービス統計・企業統計

部会の合同部会において、委員より指摘のあった産業連関表及び国民経済計算に関する事

項について、経済産業省及び内閣府から御報告いただきます。次に、建設・不動産、医

療・介護、教育分野等の５分野の統計整備に係る検討状況について、関係府省から御報告

いただきます。次に、基準年ＳＵＴ・産業連関表の基本構成の大枠の検討について、総務

省から御報告いただきます。最後に、ＳＵＴ関連の当面のスケジュールについて、総務省

から御報告いただきます。 

 それでは、まず本日用意されている資料につきまして、事務局から確認をお願いいたし

ます。 

○櫻川総務省統計委員会担当室室長 では、事務局から御連絡いたします。まず、資料１

－１が、延長産業連関表における特定サービス産業実態調査結果（売上高の契約先産業別

割合）の利用状況について。資料１－２が、延長産業連関表のサービス業（特定サービス

産業実態調査の調査対象）に関する推計基礎資料一覧。資料２ですが、合同部会（経済構

造実態調査の審議）における委員からの指摘事項について。資料３、2015年ＩＯ表厚生労

働省担当部門における投入係数の推計方法の見直しについて。資料４、中間年推計におけ

る利活用に向けた補完の検討について（「医療経済実態調査」「介護事業経営概況（実態）

調査」の利用可能性）。資料５、課題の進捗状況（建設・教育分野）。続きまして、資料６、

「産業」概念の整理について。資料７、2020年表の産業連関表、サービス分野の供給・使

用表について。資料８、当面のスケジュール。参考１、国民経済計算体系的整備部会ＳＵ

Ｔタスクフォース構成員名簿。参考２、ＳＵＴタスクフォース会合において整理された課

題。このほか、総務省参与より追加の資料提出（資料４関連資料）がありましたので、配

布しております。 
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 以上となります。不足がありましたら御連絡ください。 

○中村座長 それでは審議に入ります。まずは、産業統計部会、サービス統計・企業統計

部会の合同部会において委員より指摘があった、産業連関表並びに国民経済計算に関する

事項についてです。 

 本議題は、５月31日に行われました合同部会において、委員から経済構造実態調査の乙

調査の調査項目に関連して、産業連関表及び国民経済計算に関する意見が出されたことを

踏まえ、ＳＵＴの検討に関係するため、本タスクフォースで審議することとしたものです。 

 では、まず事務局から経緯を簡単に御説明いただきます。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 合同部会では、特定サービス産業実態調

査を継承する経済構造実態調査の乙調査票の審議に際して、本タスクフォースの検討課題

である年次ＳＵＴの検討にも関連する質問が２点ありました。 

 １点目は経済産業省の関係です。経済産業省からの説明では、現在の延長産業連関表に

おける情報サービス関連の推計に、特定サービス産業実態調査の結果は用いられていない

とのことでした。これに対して、特定サービス産業実態調査が用いていない理由は何か。

また、それではどのようなデータを用いて推計しているのかとの御質問がありました。 

 ２点目は内閣府の関係です。国民経済計算の次期基準改定に向けては、娯楽作品等の総

固定資本化やリースの取扱いが検討課題となっております。第Ⅲ期基本計画にも明記され

ております。現行の特定サービス産業実態調査では、これらの分野に関連して、契約先産

業別の売上が調査対象となっております。一方、経済構造実態調査の乙調査票では、これ

までの記入状況や報告者の記入負担軽減を勘案し、ソフトウェア業等の一部の業種を除い

て調査項目とはしない計画となっております。こうした変更が、次期基準改定の制約とな

ることはないかとの御意見がありました。 

 これらの指摘事項については、産業連関表や国民経済計算にも関連することから、宮川

国民経済計算体系的整備部会部会長より、本タスクフォースで内容を確認した上で、サー

ビス統計・企業統計部会における審議に報告したいとの御指示があったものです。 

○中村座長 ありがとうございます。それでは、経済産業省からは延長産業連関表につい

て、内閣府からは次期基準改定について、それぞれ御説明をお願いいたします。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ調査分析支援室参事官補佐 経済産業省です。

それでは、まず、延長産業連関表における特定サービス産業実態調査、こちらの利用状況

につきまして、お手元の資料１－１と１－２に基づきまして御説明をさせていただきます。 

 延長産業連関表における特定サービス産業実態調査の利用状況ですが、平成17年基準の

延長産業連関表の作成におきましては、産出額推計のための基礎情報の１つとして、特定

サービス産業実態調査における「売上高の契約先産業別割合」の集計結果を利用しており

ました。これに対しまして、平成23年基準に関しましては、第２センテンスにありますよ

うに、延長産業連関表はそもそも各種基礎統計から得られる基準年からの変化率情報を用

いて基準年情報である産業連関表を延長推計していくという作成方法を用いております。

基準年である平成23年を調査対象といたしました経済センサス‐活動調査では「売上高の

契約先産業別割合」ではなく、「相手先収入割合」という調査項目に変わりました。こち
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らは、サービス産業実態調査の調査項目が産業別であるのに対しまして、個人か、企業・

団体か、海外かという内訳に関する調査項目となっております。このため、サービス産業

実態調査と同様の産業別の割合、契約先別割合に関する基準年の情報が得られなくなって

しまいました。基準年の情報が得られなくなったことにより、基本的に対23年の変化率情

報というのが得られなくなってしまったことから、結果としまして、特定サービス産業実

態調査の結果を利用しなくなってしまったという状況です。 

 では、どのような方法でその産出額等々を推計しておるかというのが２番目の部分にな

ります。平成23年基準の延長産業連関表におきましては、平成23年の産業連関表、いわゆ

る基本表の投入係数に列部門と行部門の相対価格変化分を加味いたしまして、産業連関表

における実質的な投入構造安定という前提の下、価格変化分を加味した名目額による対象

年の投入係数を推計しております。推計方法がこちらにありますように、列部門の価格変

化率分の行部門の価格変化率、これに平成23年の産業連関表の投入係数を乗じまして、対

象年におけます名目額ベースの投入係数を推計いたします。これに対象年における生産額

を乗じまして、各部門間におけます取引額を一括して推計をしております。 

 この推計手法に用いる基礎資料ですが、サービス産業部門の生産額推計に用いる主な基

礎資料は、特定サービス産業動態統計調査、サービス産業動向調査、情報通信業基本調査、

科学技術研究調査等です。また、価格変化率を求めるためのデフレーターの推計に用いる

主な基礎資料はＣＰＩ、ＳＰＰＩ、建設工事費デフレーターなどになっております。 

 資料１－２の一覧ですが、今回特に御指摘がありました特定サービス産業実態調査の調

査対象に関連した延長産業連関表の部門の基礎資料を一覧にさせていただいております。

このため、資料１－１にあります建設工事費デフレーターというのは、資料１－２には含

まれておらないような形ですが、全体としましては、建設関係のデフレーターとしまして

建設工事費デフレーターなどが使われているという状況になっております。 

 簡単ではありますが、以上です。 

○中村座長 では、続いて内閣府、お願いします。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 続きまして、内閣府からは、一部の

業種を除きまして、売上高の契約先産業別割合が調査項目からなくなることが、ＳＮＡの

検討課題であります娯楽作品等の原本の資本化、あるいはリース推計の見直しの制約にな

ることはないかという御指摘に関しまして、資料２に沿って御説明をいたします。 

 １ページにおいて、まずは、娯楽作品等の原本の資本化に係る課題、それから検討の状

況、概要をまとめております。 

 １つ目のポツにありますとおり、ここで与えられている課題といいますのは、娯楽・文

学・芸術作品について、例えば、音楽ＣＤのようなコピー商品など、新しい商品を生み出

す元となる原本、それを知的財産生産物という形で固定資産として新たに記録するという

ものです。 

 その原本の産出額につきましては、それが取引されている場合には取引額として直接計

測ができますが、そういう形で直接計測できない場合には、生産に要した費用を合計する

コスト積み上げ方式、あるいは、原本から得られるロイヤリティ収入から逆算をしてくる
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ロイヤリティ方式により推計するということがＯＥＣＤ等により推奨されているところで

す。 

 これらを踏まえまして、音楽、テレビ番組など、新たに記録することとなる原本の種類、

それから、それぞれ基礎統計の利用可能性がどうなのかというところを考慮しまして、い

ずれかの方法で産出額を推計することを2020年度をめどとします次の基準改定に向けて検

討中です。 

 ２ページで、問題の売上高の契約先産業別割合の利用可能性について整理をしています。

まず、ＧＤＰを推計する上では、娯楽作品等の原本というのは、一括して固定資本形成に

記録すれば十分ですので、それがどこに帰属するかという情報は必要ありません。このよ

うな情報がＳＮＡの推計において必要になりますのは、固定資本形成の種類別、投資主体

別のマトリックスであります固定資本マトリックスの作成においてということになります。

その観点でこのページは整理をしておりますが、いわゆる自己資本形成に相当する原本の

産出先、例えば、映画会社が映画を制作するというような場合には、当該産業の総固定資

本形成ということになりますので、契約先産業別のデータは必要になりません。多くの娯

楽作品等の原本はこのケースに該当するというふうに考えられます。 

 一方で、原本が取引されるケースというものも一部あるかと思います。例えば、放送局

が番組制作会社からテレビ番組を購入するといったような場合に当たりますが、そういう

場合につきましては、例えば、今申し上げた放送局による番組購入ということであれば、

総務省で行われております情報通信業基本調査から番組購入費を把握することができます

ので、そういう情報を活用して推計するということを検討しています。 

 加工統計を推計する立場から申し上げますと、情報は多いに越したことはありませんが、

一方で、調査負担等の兼ね合いで、基礎統計側で調査項目の設定が難しいということであ

りましたら、以上申し上げたような他の情報を用いた推計を工夫したいというふうに考え

ています。ただし、将来的に推計範囲が広がるとか、あるいは推計精度の向上を図る必要

があるということが出てまいりました場合には、基礎統計における調査項目の拡充という

ことをお願いする可能性はあります。 

 それから、同じページの最後のポツのなお書きで整理をしておりますが、娯楽作品等に

関しましては、原本だけではなくて、それに付随して発生する著作権使用料等のロイヤリ

ティの産出額、あるいはその需要先の推計ということも必要になりますが、それに関して

は、著作権管理団体などの業界データ、あるいは、産業連関表の付帯調査になります投入

調査等の利用を検討しているところです。 

 続きまして、３ページ以降がリース推計の見直しの話でして、３ページが見直しの概要

ということです。御案内のとおり、国際基準におきまして、オペレーティング・リースと

フィナンシャル・リースを区分し、オペレーティング・リースにつきましては、所有者主

義の考え方で貸し手側の資産に記録する一方で、フィナンシャル・リースにつきましては、

使用者主義の考え方で借り手側の資産に記録するということとされております。一方で、

現在の日本のＳＮＡ統計ではこうした区分がなされていないということですので、国際基

準の原則に沿った区分を行って、それぞれに応じた資産の帰属、あるいは産出額の推計が
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可能となるように、これも2020年度めどの次の基準改定に向けて検討中ということです。 

 次の４ページで、売上高の契約先産業別割合の利用可能性について、娯楽作品等と同じ

ように整理をしております。これも同様に、固定資本マトリックスをどう推計するかとい

う点が肝になります。すなわち、リースにより取得した固定資産の購入金額そのものの産

業別内訳という情報が必要になりますが、現在の特定サービス産業実態調査で調査されて

います売上高の契約先産業別の割合の分母となりますリース年間契約高の中には、その固

定資産の購入金額そのもの以外、例えばリース会社の手数料ですとかメンテナンス料など

が含まれています。したがって、これを直接的に利用するということは難しいと考えてお

ります。 

 その代替的な情報といたしまして、業界統計では、リース資産の購入金額そのものの業

種別、それから物件別の内訳の情報が得られます。そちらの方が実は速報性が高いという

メリットもあります。また、内閣府におきまして、民間企業投資・除却調査という調査を

しておりまして、その中で、フィナンシャル・リースに関してみなし取得価額というもの

を調べております。そういう情報を組み合わせて、軸になるのは産業連関表の固定資本マ

トリックスですが、それを軸に、以上申し上げたような情報を組み合わせて推計する方法

を検討しているところです。 

 最後になお書きがありますが、リースに関しましても、将来的には調査項目の拡充等を

お願いする可能性は残っているところです。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。延長産業連関表の推計方法と、現在並びにＳＮＡ

の次期2015年基準改定における状況を御説明いただきました。いずれにつきましても、特

定サービス産業実態調査における売上高の契約先産業別割合を使用する予定はないという

ことですが、今回の合同部会の審議対象となっている経済構造実態調査の調査設計は、

2018年（平成30年）、2019年（平成31年）を対象としたものであり、2020年基準以降作成

を開始する予定の基準年・中間年ＳＵＴには直接は関係しないと思われます。ただし、

2021年以降を対象とする経済構造実態調査については、乙調査票の設計が基準年・中間年

ＳＵＴの作成に影響を及ぼす可能性があると考えられます。そうした見地から、今の説明

に関連いたしまして、基準年・中間年ＳＵＴと経済構造実態調査の関係性について、基準

年ＳＵＴを検討している総務省から、何か御発言はありますでしょうか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 ありがとうございます。総務省の統計審査官室産業連

関表担当です。本日もよろしくお願いします。 

 今、座長から御紹介がありましたけれども、３点ばかり私どもから申し上げたいと思い

ます。まず１点目ですけれども、こういう需要先の配分の調査事項自体というのは、非常

にＳＵＴ、ＩＯ、共通して、中間年、基準年ともに重要性があるということは１点御指摘

をさせていただければと思います。ただ、調査でどうとるかというのはまた別問題だと思

います。 

 ２点目ですけれども、今、座長から御紹介がありましたけれども、まさしく今ＳＵＴタ

スクフォースで御議論いただいていますのが2020年表がスタートだということでして、現
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在、まさしくその基本構成の大枠ということで、部門等々の検討を御議論いただいている

というふうに考えています。したがいまして、経済構造実態調査との関係につきましては、

来年度の調査というよりは、その次の見直しということがターゲットになってくるのかな

というふうに考えています。 

 それから、調査の役割分担といいますか、そういった点でして、経済構造実態調査につ

きましては毎年の調査ということで、こちらは中間年向けということです。基準年につき

ましては５年に１度ということですので、経済センサスあるいは産業連関構造調査等々を

使うということが基本になってくるだろうと思います。このような特性を踏まえつつ、今

後基本構成の大枠というものを御議論いただくと思うので、そういったものを踏まえて、

調査実施部局の方々とも連携して、今申し上げた需要の配分とか、あるいは中間投入とか、

そういったところ、ＳＵＴ推計に必要な事項ということを検討させていただければと思っ

ております。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。それでは、これまでの御説明に対しまして、御意

見・御質問等がありましたらお願いいたします。どうぞ。 

○宮川（幸）専門委員 今お話を伺いまして、売上高の契約先産業別割合というのは、あ

ればいいなというのは非常に、今御説明にもありましたけれども、ＳＵＴ、ＩＯを作成す

る際に非常にあればいいものだというのは確かだと思うのですが、１つ考えなければなら

ないと思うのは、その企業側が回答する際に、詳細な売上先の、産出先の産業別にしっか

り本当に分けられるのかというのが１つあって、それを先日ちらっと生産物の会議か何か

でお話を伺ったときに、企業会計上、例えばガスの会社が管理しているときに、商業向け

のガスというのは管理していると。では商業の中身は何ですかと聞くと、飲食店とホテル

ですみたいな話があったりして、要するに、いわゆるＪＳＩＣ上の産業分類ということと

企業で会計上管理している産業というのは、必ずしも一致するわけでもないので、恐らく、

もし書こうとすれば、かなり企業側が推計をするというようなことも必要になってきて、

記入者負担、あるいは正確性の面でなかなか難しいところがあるのではないかというのは

思います。 

 それから、もう１点は、最初、経済産業省から御説明があったように、なぜ2005年まで

の延長表では使っていたのに、新しい基準になって使わないかと言えば、そのベンチマー

クメソッドのような話で話を進めていく限り、ベンチマークでないのに中間年だけあって

もそれを使いようがないというのは、もうそのとおりだと思うので、そういう意味で言え

ば、むしろ経済センサスと経済構造実態調査のリンクという話で議論をもしするのであれ

ばしなければならないでしょうし、その際には、もちろん経済センサスで、では今度はそ

んなことができるのかと、記入者負担はどうだという話が出てくるのではないかというふ

うに思っています。 

 そういう中で言うと、１つその、例えば生産物分類の議論の中では、実はここに出てき

ているようなリースであったりオリジナル、無形固定資産のオリジナルと委託のものを分

けてとるとか、そういったことを細かくとっていこうと、これまで以上に生産物の中で分
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けていくことによって、ある程度産出先は特定化されると。それは１対１対応というわけ

ではないにせよ、ある程度産出先が特定化されるように作っていこうという動きがあるわ

けで、そういうところと、それから今度は投入側からの推計というのを組み合わせること

によって、必ずしも経済構造実態調査でこの産業別割合をとらなくてもある程度推計がで

きるという今の御説明は、私自身は納得いくものですし、むしろ重要なのは、その生産物

分類を新たに作ったときに、それに基づいてしっかりと細かい生産物ごとの産出額を経済

センサスなり中間年の経済構造実態調査でなるべくそれに近いものをとっていくというこ

とが重要なのではないかというふうに思っております。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。どうぞ、菅専門委員。 

○菅専門委員 この今回の産出調査の話が何で出てくるかというと、今、投入調査をやろ

うとしているのですけれども、主要投入しか、その隅から隅までは報告者負担で把握でき

ないわけですね。そうするとマイナーなインプットというのが当然あるわけですね。そう

すると、どの投入調査でも把握できないマイナーインプットというのがあるとすると、そ

れは産出先でないと把握しようがないわけです。つまり、どこでも、どこで調べても何か

上がってこなかったら、それは別途その産業についてどこに送りましたかと調べるくらい

しか方法はないと思うのです。だから、その焦点を定める、つまり情報の空白地帯を埋め

るという意味で産出先を調べる、その焦点を絞ってやればそれなりの意味はあるのだろう

とは思います。ただ、今、ではどこの産業がそれに当たるのかというところまで絞り切れ

ていないということがまずあると思うのですね。 

 もう一つは、先ほど宮川専門委員も言っていましたけれども、ではどうやって調べるの

だというところまでまだテクニックが上がってないというところもあって、そこのところ

については研究しなければいけないかなと。つまりその焦点、前に産業連関表の作成で産

出調査を１回やったことがあって、そのとき警備業なんていうのは比較的書けて、これは

意外と役に立つのではないかというのが話題になったことがあるのですね。そういうのは

あるのかもしれない。だからそのあたり、少し、これは対象とする産業を絞るということ

と、なぜそれをやるのか。つまり投入調査で把握できないからやるのだとか、そういう理

由を明確にした上で、あとはもうテクニックですね。つまり、先ほど企業側も別に産業別

にデータを整理しているわけではないし、その産業コードも統計で使っているものと違う。

そういう人たちに、こういうふうにだったら書けますよねというところまで詰めなければ

いけないので、少し時間がかかるかなという印象はあります。 

 ただ、産出先の調査に関心が向かったのはよかったと思います。実は、サービス産業は

どちらかというと投入が余りないので、どちらかというと産出の方が本当は重要なのです

よね。ところが、どちらかというと今は投入調査を頑張れという話になっていて、そこの

ところは、産出の方も目を向けてもいいのではないかとは思いますね。具体的にどうする

のかということと、投入も産出も両方とも調べろと言ったら負担が少し重過ぎるので、焦

点をどうこれから絞っていくのかというのがあってもいいのかなとは思いました。 

○中村座長 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。宮川座長代理。 
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○宮川（努）座長代理 今、お２人、菅専門委員と宮川専門委員の御意見は、本当にもっ

ともだと私も思います。ただ、宮川専門委員のお話のところで、経済センサス‐活動調査

のところが変わったので、今度の経済構造実態調査、というか既に平成23年の産業連関表

のところも変わらざるを得なかったというところはあるわけですけれども、それは本当に、

今回の基本計画の中で述べられている、基準改定の部分と、それから中間のところをシー

ムレスにやるという考え方と、果たして整合的なのかどうかという問題は残っていると思

うのですね。 

 今、私は初めて経済産業省から経済センサス‐活動調査が契約先の産業割合で相手先の

情報が得られなくなったので、平成23年基準の産業連関表から変えていますということで

すけれども、それは、そうするとまだ特定サービス産業実態調査のところは残っているわ

けですから、その辺との連続性の兼ね合いとか、そういうのは検証する必要があるのでは

ないかというふうに思うのですね。もし、相手先というのをなくしていくということであ

れば、報告者負担という重要な問題はありますが、せっかくとっていたものを、とってい

た情報をどうするのかという問題は残りますね。 

 それから、もう一つは、それをほかの統計で補っていくということだとは思うのですけ

れども、その場合に、例えば業界統計であったとして、それがもし業務統計だったらどう

なのか。業務統計を利用するようなことになってしまうと、逆に、今いろいろと業務統計

自身にその問題点が出ていたりすることもあるので、その辺の補完的なそのデータの精度

というのもきっちり検討してもらわないと困るなというふうには思うわけです。 

 そういうことがなされないままに、例えば、先ほど内閣府から、必要があったらまた復

活しますみたいな、そういうことでは、何かそれもまた逆に基本計画の趣旨にもとるので

はないかなと。しっかり慎重に考えた方がいいのではないかなという気は、私はしていま

す。 

 特に情報サービス関連については、特定の産業を取り出すかどうかは別として、私の印

象では、ＩＴ革命が起きて以来、日本の統計でＩＴ関連の投資なり、それからＩＴ関連の

産業のデータというものの整備というのは、私自身が実際にユーザーとして使う中でも非

常に遅れていたような気がしますし、国際的に比較するのにも非常に苦労をしたというこ

とがあります。かつ、政府も事あるごとに経済政策の中心にＩＴ関連、情報サービス産業

ということをうたいながら、そこの部分を精度が落ちないという保証もなくやっていくと

いうこと自体は、何か基本計画でエビデンス・ベースド・ポリシー・メイキングと言って

いることと少し違うのではないかなと。もう少し将来を見据えて、また、今でも私は不足

していると思うのですけれども、また報告者負担の問題はありますけれども、そこをどう

考えていくかということは、重要な問題提起としては残したいなという気が私はしており

ます。 

 以上です。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。よろしいですか。 

 宮川座長代理から、特に情報産業あるいはＩＴのことを考えると、なるべく情報をとっ

ておくのは必要だという御指摘がありました。ただ、現状の産出先の産業別の情報、これ
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は実際に利用されていないということがあって、これから経済構造実態調査というものが

始まるということもあると。それから生産物分類などの検討もあって、総務省から御発言

がありましたように、今回、また何年後かに経済構造実態調査についての検討機会がある

ということもありますので、当面この問題に関しては、こういうことで特に問題はない、

ないとは言えませんけれども、いたし方ないのではないかと思いますが。 

○宮川（努）座長代理 私の方で、申し訳ないですが、西郷委員、河井委員もいらっしゃ

るので、もちろん時期的なずれとかいろいろあるとは思いますが、2020年以降、シームレ

スなＳＵＴの作成とかそういうこともあって、それを意識して、また、もう少し問題意識

を、今回出た問題意識を引き継いでもらうような形で、かつまたシームレスなＳＵＴなり、

それから産業連関表の作成に資するような形で、今後更に時期を得て検討することをお願

いしたいということを、ＳＵＴのタスクフォースでは、それを変えるということではなく

て、何らかの形で文言を挿入してもらうということを、そのＳＵＴのタスクフォースから

産業統計部会、サービス統計・企業統計部会の合同部会にお願いするということで、とり

あえず私としてはお願いしたいなという気はしております。 

○中村座長 はい。 

○宮川（努）座長代理 もう１点だけ。内閣府のこれは私が強く申し上げている資料２の

リースなのですが、リースの年間契約高、４ページですが、リースの年間契約高は、確か

に固定資産の購入金額以外のものも含まれているわけですが、これは、リース業という業

界の特性を考えれば、その固定資産額に例えば金利分を乗せるとか、契約費用を乗せると

かという、割と業界的なものをヒアリングすれば大体分かるわけですから、何％を乗せて

いるかということについて調べればよいのではないか。例えば、建物とかのデザイン料と

か建築料というのは大体10％とか、そういうのは業界によってある程度の基準は決まって

いるわけですから、だから難しいとかというのは、これは余りに、何ていうか、言い訳的

に聞こえます。いつもそれぞれの業界について固定資本形成額だとか、それから生産額を

推計するときにいろいろ業界の事情を聞かれているにもかかわらず、この言い方について

は、余りにそっけないというか、調査をしてないような気がします。リースの利用料とい

うのは、多分固定資本形成額の中で、古い知識で恐縮ですが、10％から20％ぐらいでもか

なりの金額があるわけですから、そういう部分をこういう形で記載してしまうというのは、

2020年の基準改定に向けてもう少し工夫をしてほしい。これは、ここでの議題とは少し外

れますけれども、要望をお願いしたいということです。 

○中村座長 内閣府、どうぞ。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 資料上の表現が余りにそっけないと

いう印象を持たれたとしたら、それについてはおわびをいたします。 

 ここで、特定サービス産業実態調査で今とっている情報が難しいと記載したのは、正に

我々も業界からいろいろヒアリング、あるいは情報提供などをしていただく中で、業界統

計、業界自身の情報として、そのリース資産の投資額、購入金額そのものの情報が得られ

るということですので、それをダイレクトに使った方が、リース料以外のものを含んでい

るところから何らかの仮定を置いてそういうものを剥がすよりは、より精度が高いのでは
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ないかというふうに考えた次第です。今申し上げたことは、紙には明示的に記載してはお

りませんが、先ほど口頭の説明の中では申し上げさせていただいたところです。 

○宮川（努）座長代理 了解しました。 

○中村座長 どうぞ。 

○宮川（幸）専門委員 先ほどのシームレスというお話が正に出て、そのとおりだとは思

うのですけれども、だからこそ経済構造実態調査だけの中間年の問題ではないのではない

かということが非常に重要なのではないかと私は思うのですが、結局、経済構造実態調査

乙表というと、企業ベースでという、それでサンプル調査という感じになるわけですよね。

そこでとったものを使おうとするならば、基準年でしっかりとしたデータがないとなかな

か使いにくいというのは、もちろん検証が必要だというのはそのとおりだと思いますし、

それから、どこまで細かいものが正確なのかというのは検証していく必要があると思うの

ですが、正に必要ないから要らないということではないことは確かで、本当に重要性は確

かだと思うので、それこそ、もし書き込まれるということであれば、2020年以降は、基準

年の経済センサスのことも含めて検討していくというふうなコンセプトで進めていくこと

が重要ではないかなというふうに今のお話を伺って思いました。 

 以上です。 

○宮川（努）座長代理 それはおっしゃるとおりだと思います。 

○中村座長 いずれにしましても、本件につきましては、基準年と中間年をシームレスな

推計で結ぶことが重要であるということから、今様々な検討をしていくことが必要である

ということであると思いますが、そういうことで、事務局と御相談の上、私がＳＵＴタス

クフォースとしての意見を取りまとめ、６月28日の産業統計部会、サービス統計・企業統

計部会の合同部会において御報告させていただくということでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○中村座長 それでは、そのようにさせていただきます。 

 それでは、建設・不動産、医療・介護、教育分野の５分野についての審議に入りたいと

思います。５分野の統計整備に係る検討状況について、関係府省より御報告いただきます。 

 まずは、医療・介護の統計整備状況について、厚生労働省から御報告をお願いいたしま

す。 

○田中厚生労働省政策統括官付参事官付審査解析室長 厚生労働省です。資料３です。

2015年ＩＯ表厚生労働省担当部門における投入係数の推計方法の見直しについてという資

料です。 

 １ページおめくりいただきまして、御指摘をいただいていることが大きく２つ、１つは

医療部門ですが、投入係数についての情報ということで、薬剤比率の関係を中心に御指摘

を受けておりまして、それを、収入側の統計になってしまいますが、こちらの社会医療診

療行為別統計を活用できないかという御指摘をいただいていること。 

 それから、２つ目が介護部門における介護事業経営概況調査が、新たに少し調査の体系

が変わりましたので、それについて活用できないかということについて御指摘をいただい

ているところ。 



 -12- 

 それから、参考ですが、保育所部門を新しく立てるわけですが、そこにおきます行政記

録情報等の活用につきまして、前回御指摘をいただいたところについての状況を更に御報

告をさせていただくということです。 

 それでは、資料をおめくりいただき、３ページですが、１点目の関係です。このタスク

フォースで御指摘の事項ですけれども、病院・診療所というのは、現在、ＩＯにおきまし

ては、入院と入院外の区分をした部門構成をされているということです。しかしながら、

その区分したデータというのは保有をしているということではないわけでして、部門ごと

の推計のための投入調査が困難な状況になっているということでして、そのため、推計精

度の確保の観点から、当面の対応ということで、近々の2015年が最初になろうかと思いま

すけれども、収入側の統計ではありますがレセプト情報を使った費用項目の推計の見直し

についての検討を進めることになっているということです。 

 これについては、今申し上げたとおり、部門が分かれているということで医薬品の投入

係数が分かりづらいことになっておりますので、どんな感じかといいますと、下の図１に

記載してありますが、過去のＳＵＴタスクフォース会合の資料の中で記載されている表で

すけれども、産業連関表の国内生産額に占める医薬品費の割合が、入院、入院外が15.8％、

16.5％となっているにもかかわらず、収入側の統計である社会医療診療行為別統計、ある

いは社会医療診療行為別「調査」の時代もありましたけれども、こちらの薬剤料比率です

と、これはＳＵＴタスクフォース会合の資料から直接引っ張ってきている表で見ますと

10.2％と34.3％、あるいは投薬分が2.8％、26.2％となっていて、上の産業連関表の行で

は入院、入院外それぞれの比率はそんなに違いがない、15.8％、16.5％と違いがないのに、

下の社会医療診療行為別調査の行では薬剤料比率が大分違っているというような御指摘か

と思います。 

 ただ、右側の（注２）というところに記載していますが、この社会医療診療行為別調査

の薬剤料比率ですが、これは、これを記載している統計表が、実は処方せん料を算定して

いる明細書を除いた数字ということになっていまして、入院外の中でも処方せん料を算定

している、つまり院外に回して調剤薬局に行くというようなレセプトについては、これは

入っていない数字になるということでして、これはほかの表だとかをもう少し見ますと、

実は（参考）のところに記載してありますが、入院につきましては、基本的には院内で処

方されたり投薬をされたりということになりますので数字は変わりませんが、入院外につ

きましては22.6％、うち投薬分13.5％ということで、この34.3％と26.2％が少し下がるよ

うな数字になっています。こちらの方がより収入額としては近い割合になるのかなと考え

ていますので、これを少し頭に置きながら、我々としては推計の見直しの方を行っていく

ことを考えているところです。 

 次にめくっていただきまして４ページですが、では、なぜ従前のＩＯの推計方法では入

院と入院外とで近しい数字になっているかというところです。現在、基本的に統計調査で

すが、統計調査と申しましても、公的統計である医療経済実態調査（医療機関等調査）と、

それから民間統計であります病院経営実態調査の結果をそれぞれ用いて、推計可能な医療

機関種類別の医薬品の投入額ということを、医薬品収入に占める入院診療分と入院外診療
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分ということの収益の比率を乗じて案分することなどで投入係数を推計しているというこ

とです。 

 医師が、今ここで入院患者を診ているのか、外来の患者を診ているのか、例えば、外来

の病棟で診察をしているときに、たまに入院している人が中に入ってきてしまっていれば、

当然、医師がどちらの仕事をしているかということはなかなか分別しづらいということに

なりますので、そういったところを、なかなか病院サイド、あるいは診療所サイドとして

は把握できないということで、一体化したものしか捉えることができない状況になってい

るわけですが、それをいろいろ分けていくようなことで推計をしようということです。 

 現在、病院につきましては、入院と入院外を分けてもほとんど変わらない数字になって

いますが、一般診療所につきましては、医療経済実態調査（医療機関等調査）におきまし

て、入院診療を行っている診療所と行っていない診療所がありますので、そういったよう

な特性を分けるということによって数字を分別することが多少可能ということもありまし

て、見たとおり、11.8％と16.0％ということで分かれてくるということになっています。

これらを病院と一般診療所を合算をする形で、加重平均をする形で求めるわけですが、医

療の入院診療におきましては、これは入院行為自体がほとんど病院で行われる一方、一般

診療所は病床数が19以下ということになっていますし、もちろん病床もないところもあり

ますので、そういうことから考えますとウエートが非常に低いということになりますので、

基本的には、入院診療分は病院の数字にかなり引っ張られるということで15.4％になって

います。他方、入院外診療ですが、病院が15.4％、一般診療所が16.0％と大きな数字の隔

たりがありませんので、こちらの数字は15.8％という数字になり、この結果、入院と入院

外とで15.4％と15.8％と余り違わない数字となっていたというのがこれまでの推計方法に

なるということです。 

 それでは、新しい推計方法として考えているものが５ページ以降です。まず、現在の投

入調査では、全体的なものを100とした場合に医薬品の投入比率というものが投入係数と

してとることはできますが、先ほど申し上げたとおり、これを切り分けるのはなかなか難

しいという状況になっています。例えば、イメージとして記載してありますが、医薬品の

中で全体を100としたときに13％の医薬品の投入比率があったとしても、入院と入院外が

たとえ５割・５割だとしても、これが、医薬品がどのぐらいの割合で入院と入院外で実際

に使用されているか、投入されているかというのは分からないと、こういう状況になって

います。 

 一方、社会医療診療行為別統計、以前は「調査」と申し上げておりましたが、こちらの

薬剤料比率は、入院、入院外で統計をとっていますので、これを分けることができるとい

うことでして、全体の例えば50・50で分解した中において、10％と５％、全体で言えば

15％になろうかということは社会医療診療行為別統計で得られるということになります。

一方で、この数字が必ずしも上の13％とは一致をしていないというようなところが出てく

る。 

 これをある仮定を置いて推計をして案分をするということは１つ考えられるだろうとい

うことで、６ページに進んでいただきまして、こちらを、入院、入院外の収入額の割合が
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１対２ということになっていますので、先ほど出てきた13％を、おおよそ１対２に案分す

ることで、4.3％、それから8.7％という数字が得られるかと思いますけれども、このよう

な形で投入係数を推計することが可能ではないかと現在考えているところです。 

 実際に2011年のＩＯ表におきまして現在我々が試算したところですけれども、図３のと

ころで記載しているとおり、病院につきましては、入院診療は9.9％、入院外診療が

28.0％とかなり大きく差が出てくる。それから、一般診療所につきましても入院分と入院

外分で、それぞれ8.8％、16.3％と分かれ、これを合計するということになりますけれど

も、一般診療所の入院分はウエートが少ないので、ほとんどこれが9.8％と病院に近い数

字になるということです。それから、入院外分につきましてはある程度の改良がされて

20.9％になるということです。 

 これが右側の社会医療診療行為別調査、当時は「調査」でしたが、こちらで見ていただ

くと10.2％と22.6％ということで下の数字になりますが、このような数字になってくると

いうことで、かなり近しい配分になってくるのではないかというふうに、仮定を置いてい

るというようなことは下の方にも記載してありますが、なっているということです。 

 ただ、一方で、このような意味で申し上げれば、投入調査の関係で言えば、推計精度の

向上のためには、実測可能性のある部門設定ということで、現在の入院、入院外というの

は少し厳しいのではないかということは少し付記をさせていただいているところです。 

 それから、社会医療診療行為別統計につきまして、８ページですが、参考ということで

記載をしています。上の枠に囲んであることにつきましては、何度かお話ししたこともあ

ろうかと思いますのでここは省略をさせていただきますが、ＩＯ表作成への活用に当たっ

て留意すべき点として赤字で記載しているところです。診療行為別の点数というのは、あ

くまでも収入側の売上データということで、支出側の購入データが必ずしも把握できるわ

けではないということは、レセプトサイドの情報ではそういうことになっているというよ

うなところです。 

 また、一方、そのレセプトの情報につきましては、薬剤料の比率という統計があります

けれども、先ほど申し上げたとおり、処方せん料を算定している明細書は除かれておりま

すので、これをそのまま使ってしまうとよくない。ただ、これについては、先ほど申し上

げたとおり、この調査、あるいは統計内で別な統計をいろいろ見ていくことによってそこ

は補正が可能だということになりますが、ただ、依然として、下側の２行で記載してあり

ますが、「「投薬」「注射」を包括した診療行為が出現する明細書及びＤＰＣ／ＰＤＰＳに

係る明細書が除外」、このＤＰＣというのは包括医療診療分といいまして、病名だとかと

いうのが、疾病名が特定をされると、そのときに、入院をしているときですが、点数が決

まってくる。１日何点というふうに決まってきて、どんな診療行為をするかということに

よらない点数の決め方になります。ですから、後でどんな薬が使われたかどうかというよ

うな割合ということが全く分からない明細書という、こういう位置付けになっていますの

で、これらのところが必ずしも押さえられるわけではないということは、留意が必要だと

いうことで記載をさせていただいているということです。 

 ただ、今申し上げたとおり、ある程度の推計は新しい推計として可能ではないかという
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ふうに考えていますので、この2015年のＩＯについては、このような方向で推計を進めさ

せていただければというふうに考えている次第です。 

 続きまして、介護部門の関係です。介護部門につきましては、中間投入構造につきまし

てですけれども、こちらについては、基礎データとして、今まで介護事業経営実態調査、

介護実調という調査ですが、こちらを使わせていただいていました。こちらに加えまして、

今度、介護事業経営概況調査という調査がありますが、こちらは体系を少し見直しをした

ということもありまして、より詳細な把握の可能性が出てくるということで、その辺を使

えないかというようなところでやっているところです。 

 介護につきましては、介護老人保健施設だとか特別養護老人ホームといった施設サービ

スと、それ以外の通所だとか訪問サービスだとかがありますけれども、施設サービス以外

のサービス、こちらの２部門に分けて投入係数を作っているわけですけれども、2015年に

つきましては、介護事業経営概況調査というのを使えないかということで今検討している

ところです。 

 少しページを飛んでいただきまして、12ページを御覧いただければと思います。参考と

して記載してありますが、介護事業実態調査という調査がありますが、このうち大きく２

つの調査、介護事業経営概況調査、以後「概況調査」というふうにこれから申し上げます

が、これと右側の介護事業経営実態調査、以後「実態調査」と申し上げますが、こちらの

２種類が投入係数を算出するのに使える調査ということですけれども、いずれも３年周期

ということで調査をしていて、客体数につきましては、下から４行目で記載してあります

が、少し実態調査の方が調査の規模が大きいという形になっているということです。 

 では、どんな体系の見直しが行われたかというのが13ページです。今までは、概況調査

におきましては、改定の直後の年度につきましての調査をその改定後２年目に行いまして、

年末ぐらいに集計結果をお出しするというようなところ。それから、実態調査につきまし

ては、介護報酬は３年に１度の見直しですので、その３年目の見直しの時期に間に合うよ

うにということで、２年目の３月分のデータ、１か月分だけになりますが、このようなも

のを使っていたということです。 

 これらが先般、見直した上で実施されまして、平成28年度の概況調査におきましては、

改定の前後の時点、平成26年度、平成27年度分を同一の客体で押さえられる、どんな変化

があったかということが把握できるという調査として実施され、それから、平成29年度の

実態調査では、実際の介護報酬の見直しに当たっての直前にあたる２年目のデータという

ことで、これも３月１か月分だったものを１年度分ということで全部のデータを押さえる

と、こういう形に見直しをされたということです。 

 では、戻っていただきまして10ページですけれども、そういった意味で、2015年につき

まして、介護事業経営概況調査の結果につきまして、２部門についての費用構成の算出に

用いるということになります。（注１）で、若干営業利益だとか経常補助金だとかは含ん

でないということはありますけれども、その実調を用いた結果というところからいろいろ

なことを考えてみるというところです。 

 ページをめくっていただきまして、11ページを御覧いただければと思います。左側が施
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設サービス、右側が施設サービスを除くサービスの部門ということになりますが、実態調

査を今まで用いてきたわけですけれども、平成26年が統計としてあらわれている。平成29

年も出てきている。平成26年につきましては１か月分のデータということです。ただ、概

況調査で今度新しく平成26年度、平成27年度分のデータが押さえられることになりました

ので、この数字を見ていただくと、61.4％、62.2％、１個飛ばして63.0％、63.5％という

ことで、給与費であればこのように少しずつ給与が処遇改善を反映しながら増えていると

いうような状況が捉えられているということで、実態調査あるいは概況調査を見ても、大

きな数字のかい離はなく、精度上の問題は余り気にする必要はないだろうということと、

それから、先ほど申し上げたとおり、年度のデータが得られることになりましたので、そ

のウエートの兼ね合いもありますけれども、ＩＯで使われているのは暦年になりますので、

その暦年換算も可能になるだろうということでして、今回は、そこの平成26年度と平成27

年度のデータを少し加工することによりまして、2015年のＩＯに合うような年のデータに

見直しをして、それを利用させていただきたいというふうに考えているところです。 

 そのような形でやっていくということでして、10ページに戻っていただきますけれども、

介護につきましては、実態調査につきましては、その直近の実態調査とか、あるいは直後

の実態調査ですと、2015年のＩＯのデータから少し前後してずれた数字が出てきますので、

概況調査を利用させていただくことにより、より実態に近い数字が得られるのではないか

ということで、一定の精度向上が期待されることになろうかということが一番下のチェッ

クのところで記載してあるところです。 

 それでは、続きましては、保育所部門の関係です。ページを送っていただきまして15ペ

ージです。行政記録情報等を活用するということですけれども、前回は34地方公共団体の

データを収集して分析いたしました。ただ、それらはホームページを検索してぱっと捉え

られるようなところで、比較的規模が大きなところが該当したということもありますので、

どちらかというともう少し小さい市町村なども追っていくことが必要だろうということで、

14ページですけれども、前回のＳＵＴタスクフォース会合において、34団体では少し弱い

のではないか、もう少しきちんと見た方がいいのではないかという御意見をいただいたと

いうようなところです。 

 そこで、小さいところも含めて調べさせていただいて、111団体ということで、数は、

いろいろな仮定を置いて出ている決算面の資料の書類の関係が地方自治体によってかなり

書き方が異なっているものですから、そこを、保育所の部門をうまく取り出せるかどうか

ということについては、実はなかなか苦労が、団体ごとによく見ないといけないというこ

とで、そういうことをいろいろさせていただいて、何とか引っ張り出せるこの111団体を

ピックアップさせていただいたというところですが、このようなところを見させていただ

いたところの数字が、先ほど申し上げた15ページですけれども、当初の34団体に対して77

団体を上乗せさせていただいた形なりますけれども、ばらつきだとか、中央値とか、分散

だとかということを見ましたけれども、大きな傾向の違いは余り見られなかったというと

ころになろうかと思っております。 

 更に精査を進めて、できる範囲で我々としては保育所の公的部門の関係のところについ
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ては、このような形での推計を進めていきたいと考えているところです。 

 私どもからの報告は以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。それでは、質疑応答に入りたいと思います。ただ

今の、厚生労働省からの医療・介護、保育所に関する御説明につきまして、御意見・御質

問がありましたらお願いいたします。どうぞ。 

○河井委員 ２点質問をさせていただきたいと思います。まず１点目は、医療のインプッ

ト、薬剤費の調整のところなのですけれども、この試みによって随分推計結果が変わると

いうことが予想されるわけなのですけれども、そういう面ではいい試みなのではないかと、

是非やっていただきたいなと思っているのですが、ただ、社会医療診療行為別統計で調整

するということは、留意すべき点にも記載してありますけれども、利用しているレセプト

にバイアスというか、セレクションが行われるわけですよね。具体的には、院外処方を除

くという点と、あとＤＰＣ関連の病院のレセプトを除くというと、大病院、大きな病院が

除かれてしまうというバイアスがあって、あるいは、ＤＰＣ関連だとすると、ジェネリッ

クを利用する傾向があるということを考えると、薬剤費が逆に過大推計になるのではない

かというようなおそれはないのかということを少し検討していただけないかなということ

を疑問に思ったという次第です。 

 さらに、従来の推計方法と今回の社会医療診療行為別統計を使う違いについてより検証

していただきたい。データが出ていますけれども、そういった調整を含めた上で検証して

いただければというふうに思いました。それが１点目。 

 もう１点は、保育所のデータ、それぞれの自治体の書き方が違うということで、すごい

御苦労をされたのではないかということで頭が下がる思いなのですけれども、15ページに

出ている111団体というのは、全数ではないと思うのですけれども、サンプルにどういう

特徴があるのかというのを、もし情報をお持ちであれば教えていただければと思います。 

 ２点、以上です。 

○田中厚生労働省政策統括官付参事官付審査解析室長 ありがとうございます。まず１点

目の関係ですけれども、先ほど申し上げましたように、処方せん料を算定している院外処

方の明細書につきましては、先ほどの３ページですけれども、こちらの図に記載している

数字につきましては、確かに処方せん料を算定している明細書が除かれている数字になっ

ていますけれども、これを含んでいる数字も算出可能ですので、こちらについては（注

２）や（参考）に記載してありますけれども、こちらについては補正が可能だということ

です。 

 一方、先ほど御指摘がありました１点目の中の２つ目のＤＰＣの関係ですけれども、そ

こは正に薬剤費の投入のところの関係だとかということがおっしゃるとおりの面があるの

だろうと思っております。 

 ただ、実際に明細書を、例えば、私も親が最近入院していたものですから、ＤＰＣ対象

病院に入っておりまして、その明細書を見せていただきましたけれども、上の方に病名と

か幾つか特定されて、それで点数が書かれているのですが、その下にどういう薬剤が投入

されているかというのは書かれているのですが、そこには点数が全く書かれてないのです
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ね。ですから、これは全く調整のしようがないのではないかというふうに考えているのが

正直なところです。 

 それから、御指摘の２点目の公立保育所の関係ですけれども、傾向としては、最初は少

し大きなところが中心だったところですけれども、今回は、どちらかというと小さいとこ

ろもすくうような形で、かなりの団体数を調べさせていただいた、人員を投入してやらせ

ていただいたというところもありまして、比較的いろいろなところの、地域とかも含めて

まあまあそこそこばらけているのではないかなとは思ってはおります。引き続きもっと何

かいい方法はないかということも含めて今後進めていきたいなと考えています。 

 以上です。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。菅専門委員。 

○菅専門委員 大変興味深い事例を教えていただきまして、ありがとうございました。７

ページで教えていただきたいのですけれども、最後のセンテンスで「更なる推計精度の向

上のためには、より実測可能性のある部門分類の設定等の検討が望まれる」と記載してあ

るのですが、何かこれは具体的なイメージがあるのであればお教えいただきたいというの

が私の質問です。 

○中村座長 いかがでしょうか。 

○田中厚生労働省政策統括官付参事官付審査解析室長 我々が必ずしも部門を決めるわけ

ではないのですが、１つ考えられる部門としては、医科医療の市場規模は30兆ということ

で大きいということになろうかと思いますので、そこはある程度、これを１つだけで見る

というのは、多分皆様厳しいのだろう、もう少し分けて見た方がいいのではないかという

ような御指摘があろうかと思います。 

 そういうこともあって、実は、これは、もともと部門数がこのような形になったのはこ

の2011年がたしか最初だったと記憶していますが、このときに入院と入院外というふうに

分けられたということになっています。ただ、アクティビティごとの特性ということであ

れば、病院と一般診療所というような形であれば、ウエートが、入院、入院外であればほ

ぼ半々ぐらいで分けられるところ、病院と一般診療所ですと２対１ぐらいになるのかもし

れませんが、このような形に分けることであれば、病院は入院を伴っている、一般診療所

はどちらかというと近くのかかりつけ医だとかということで、ある程度その部門、その特

性が違っているだろうというようなところもあろうかと思いますので、そういった形で、

例えば部門の設定をしていただくということも１つの考えなのではないかというふうには

腹案として思っている次第です。 

○菅専門委員 どうもありがとうございました。 

○中村座長 ほかにいかがですか。どうぞ。 

○宮川（努）座長代理 これは、私は専門ではないので見当外のことを申し上げているの

かもしれませんが、同じ７ページで、医薬品の投入額の推計なのかなと思うのですけれど

も、「売上額と購入額のかい離の度合いが一定であるなどの仮定を前提とした推計」とい

うふうに記載していると思いますが、これがかい離する要因というのは、例えば、どれだ

け薬の在庫を持つかということに関わってくるのではないかなというふうに私は想定した
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のですけれども、例えば病院として何か月分の薬を大体持っているとか、そういうような

経験値というか、厚生労働省が病院とか診療所をずっと御覧になっている中で、ある程度

知見というのがおありになるのではないか。安定しているのか、そうでないかとか、そう

いうこともあろうかと思いますけれども、その辺のところはいかがなのでしょうか。 

○田中厚生労働省政策統括官付参事官付審査解析室長 私も必ずしも専門でないので何と

も言えないのですが、比較的その、在庫なのか、マージンなどの話なのかというところも

あろうかと思いますけれども。 

○宮川（努）座長代理 なるほど。 

○田中厚生労働省政策統括官付参事官付審査解析室長 医薬品は比較的、医科の一般診療

所がどうなっているのかということはよく分からないのが正直なところですが、例えば、

薬局などを見ていると、比較的かなり短期でいろいろな製薬会社が納品をしてきたりとか

ということは、例えば自分が診療所へ行った帰りにそういった薬局をのぞいてみますと、

どんどん薬が納入されていくというようなこともあります。あと、実際に頼んだときに在

庫がないというケースもありますので、必ずしもその在庫が多いのかどうかということに

ついては、承知をしていませんけれども、調剤薬局に限ってみれば、そんなに多くはない

のではないかなというのが直感的な印象です。 

○中村座長 ほかによろしいでしょうか。 

 それでは、幾つか御質問・御意見をいただきましたけれども、厚生労働省のこの検討の

方向性については、特に御異論はないということで整理したいと思いますが、よろしいで

しょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○中村座長 それでは、そのようにさせていただきます。 

 続きまして、今の厚生労働省からの御報告に関連いたしまして、内閣府から検討結果を

御報告いただきます。これは、参考２の「ＳＵＴタスクフォース会合において整理された

課題」に基づき御報告いただくものです。よろしくお願いいたします。 

○木滝内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部国民生産課長 ありがとうございます。

資料４に沿って説明をしてまいりたいと思います。 

 資料４を１枚お開きいただきまして、目次があります。検証の概要、方法、結果、イン

プリケーション、そして最後に留意点ということで、順次御説明をしてまいりたいと思い

ます。 

 次の３ページですが、まず検証の概要です。今回の御報告につきましては、公的統計の

整備に関する基本的な計画にも記載がありまして、その内容は以下の２点です。 

 まず１点目ですが、医療経済実態調査（医療機関等調査）の基準年のみならず中間年推

計における利活用に向けて、利用できない年次の補完について検討するということ、同様

にして介護につきましても、介護事業経営概況調査について、同じように中間年推計にお

ける利活用に向けて、利用できない年次の補完について検討するという、そういった課題

があります。 

 これに対応して、今回の検証の内容ですが、全体としては、現行推計と医療経済実態調
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査や介護事業経営概況（実態）調査を使用した場合、これは利用できない年次を補完した

場合を含むわけですけれども、これらを複数時点で推計・比較し、その動きを検証すると

いったことをやったということです。 

 次の４ページ目ですが、こちらは、昨年の12月のＳＵＴタスクフォースで中間状況を御

報告したときに、付加価値の推計の概略ということでお示しした資料ですので、こちらの

御説明は割愛させていただきます。 

 次に５ページへ参りますが、検証の方法です。まず、検証の枠組みとして、医療と介護

共通の内容について御説明いたします。今回の検証につきましては、１ポツ目にあります

が、産業連関表に基づく中間投入比率が得られる過去の基準年、具体的には2005年ですが、

次の基準年、2011年まで中間投入比率を延長推計いたしまして、その動きや2011年の産業

連関表を基に得られる中間投入比率との差を比較したということです。ここで産出額自体

は変わりませんので、今回は中間投入比率のみの検証です。 

 ２つ目ですが、こちらでは、どういう基礎統計の使い方をしたかということを記載して

おります。具体的には、今やっているＪＳＮＡの年次推計の枠組みのとおり、投入される

商品に対応付けられた、それぞれの統計から得られる医薬品費や材料費などの費用項目ご

とに推計を行いまして、それを合成して全体の中間投入比率を推計したということです。

基礎統計により費用項目の分類は当然異なりますけれども、原則としてより広い方に合わ

せて概念を統一したということです。 

 それから、３つ目はケース分け、どういうケースを比較したかということですが、そこ

では３つありまして、１つは毎年ケースということで、これは仮に医療経済実態調査、介

護事業経営概況（実態）調査が毎年利用可能で、反映できたというふうに仮定した場合の

ケースです。２つ目は補完ケースでして、現実には、これらの２つの統計は、公表スケジ

ュールの関係から毎年年次推計に反映することはできませんので、それらの基礎統計を反

映できない年次を何らかの方法で補完した場合ということになります。３つ目は現行ケー

スということでして、これは現行のＪＳＮＡと同様の推計ということで、「医療」部分に

ついては病院経営実態調査、「介護」部分については、中間年の基礎統計が残念ながらあ

りませんので、今は産業連関表から得られる基準年の投入構造を基に中間投入比率を推計

していますが、それを使って推計した場合ということです。 

 今申し上げたのは共通の枠組みですが、次のページを御覧いただきまして、６ページ、

７ページは、医療、介護それぞれの固有の枠組みの違いについてです。 

 まず６ページです。それらの医療経済実態調査につきまして、この2005年から2011年ま

での公表状況と、補完ケースで反映する年をお示ししたものです。 

 現状では、１ポツにありますとおり、公表時期の関係から、２年に１度、第二次年次推

計で反映できるのみということです。そうなりますと、2009年、2011年が補完、2008年と

2010年が反映という、このような形になります。 

 それから、２ポツ目が統計の使い方ですけれども、医療経済実態調査では、１施設当た

りの平均の計数が施設類型ごとに分かるということですので、医療施設調査の施設数を基

に一国全体の計数に復元して利用したということです。年次調査は、各施設の事業年度単
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位の調査なのですけれども、対応する暦年の推計にそのまま使用しており、月次について

は12倍して使用したということです。 

 それから、３番目に、毎年ケースなのですが、2006年は、過去の調査の飛びということ

で調査対象年になっておりません。これについては、2005年の医療経済実態調査及び産業

連関表それぞれに基づく中間投入比率の比で、前者の、つまり医療経済実態調査の中間投

入比率を補正して延長推計をしたということで、結果として2006年は欠損値になります。 

 最後に、補完ケースにつきましては、現在使われております病院経営実態調査がありま

すので、こちらで補完をしてみたということです。 

 次に７ページ、こちらは介護固有の状況です。表の内容については、今申し上げた医療

と同じになりますが、こちらの場合は、介護事業経営概況（実態）調査、先ほど厚生労働

省から御説明がありましたけれども、ここ最近毎年分利用可能ということですが、３年に

２回、第二次年次推計で反映できるというのが現状であると思います。これを考慮いたし

ますと、補完ケースでの反映は、上記のように2006年と2009年に補完をし、2007年、2008

年、2011年を反映できるということです。2010年は調査が行われておりませんので、ここ

は先ほどの医療と同様欠損ということです。 

 それから、介護事業経営概況（実態）調査の使い方が２ポツ目に記載してありますが、

こちらも医療と同様で、１施設・事業所当たりの平均の計数が表章されておりますが、基

準年の産業連関表の推計と同様の考え方によりまして、介護給付費の状況という産出額が

分かる統計がありますので、こちらの産出額ウエートを用いて、それぞれのサービスごと

の１施設・事業所当たりの平均の中間投入比率をウエート統合して使っております。年

次・月次調査の扱いにつきましては、先ほどの医療と同じです。 

 それから、４ポツ目、補完ケースの場合ですけれども、こちらにつきましては、先ほど

御説明したとおりですが、中間年の基礎統計が今のところありませんので、ケース（ａ）

として、単に前年の中間投入比率の水準を横置きした場合と、（ｂ）として前年の中間投

入比率の伸びをそのまま適用した場合と、２つのケースをやってみたということです。 

 １枚おめくりをいただきまして、８ページからが結果になります。８ページは、医療に

ついてお示ししたグラフですが、左側が医薬品費の中間投入比率の推移であり、右側が医

薬品費以外の他の費用項目も推計をして、それらを合成して作られた中間投入比率合計、

全体の中間投入比率の推移です。 

 左側の医薬品費で申しますと、この青い線が今ＪＳＮＡでやっている推計の反映です。

赤が今回医療経済実態調査を毎年反映して推計してみたものです。2006年は欠損ですので、

延長推計は2007年から数字があるということになります。それから、緑の点が2005年と

2011年にありますけれども、こちらは産業連関表を基に推計されるそれぞれのＪＳＮＡで

の中間投入比率ということです。 

 御覧いただくと分かりますけれども、医薬品費の場合で申しますと、2011年の産業連関

表を基に得られる中間投入比率は21.9％ということですけれども、現行の行きつく先、

2011年が19.7％、赤の医療経済実態調査の行きつく先が19.5％ということで、そういう意

味では、赤と青は似たようなところに延長推計で到達するということです。それから、紫
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の線が補完をした場合でして、これについては、2008年から2009年にかけてが病院経営実

態調査での補完なので、青と似たような動きになり、2009年から2010年については反映の

年なので赤と似たような動きになり、2010年から2011年については再び青と同じような動

きになるということで、このような補完になるといった内容です。 

 これは医薬品費の場合ですけれども、右側が中間投入合計全体の推計結果ですが、これ

につきましては、９ページの下側に御説明をさせていただいております。まず１ポツ目で

すけれども、毎年・補完・現行ケースを比較いたしますと、このうち前二者を見ていただ

きますと、2007年から2008年にかけてジャンプがあることが分かるかと思います。これは、

※印で注に記載してありますけれども、医療経済実態調査で、我々の方で「その他経費」

として統合してありますが、中身としては、「その他の医業・介護費用」、「経費」及び

「設備関係費」が該当するわけですが、ここで、2008年の中間投入比率が前年比2.3％ポ

イント程度上昇しているということが影響しております。ただ、この部分を除きますと、

2009年以降の中間投入比率の動きは、赤と青を見ていただきますと大体並行的でして、こ

れを考えますと、2011年における中間投入比率の改定差には、いずれのケースでも余り差

がない可能性が高いと考えられるところです。 

 実際、２ポツ目に記載しましたけれども、この2009年以降の中間投入比率の動きの差を

確認するために、現行ケースを見ますと、2008年の青のところで42.7％という数字があり

ます。こちらからスタートして赤の動きで延長推計をしてみるということをやってみます

と、このケースの到達する先が40.8％ということでして、青のＪＳＮＡの現行ケースでは

40.9％ですので、ほとんど差がないということになるかと思います。 

 次に介護について御説明いたします。介護につきましては、おめくりいただきまして、

10ページに結果がありますが、青がＪＳＮＡに沿ったもの、赤が介護事業経営概況（実

態）調査を反映したもの。紫が前年の伸び率を適用したケース、オレンジが横置きとした

ケースで、この２つは補完ということです。 

 11ページに御説明がありますが、実際、データが利用できない時点がかなり多いので評

価が難しいという点がありますけれども、2008年から2009年にかけての動きが少し大きい

ところを除きますと、毎年ケースの中間投入比率の動きは小さいと言えるかと思います。

2007年が28.1％、2008年が27.5％、2009年を除きまして、2011年が27.8％ということです

ので、非常に狭いレンジの中で動いているということです。 

 結果といたしまして、毎年・補完ケースともに現行ケースとの動きの差は大きくないと

いうことは言い得るかと思います。なお、2011年だけをとってみますと、改定差について

言えば、現行ケースの方が毎年ケースに比べると小さいということが言えます。青が

26.8％で、これはＪＳＮＡに沿ったもの、緑が25.7％で、これが産業連関表を基に得られ

る中間投入比率、そして赤が介護事業経営概況（実態）調査を毎年用いた場合の27.8％と

いうことですので、今申し上げたような形になります。 

 先ほど2008年から2009年にかけて動きが大きいと申し上げましたが、先ほどの表を想起

していただければと思うのですが、実は2009年だけが、年次調査になっていますけれども、

こちらの調査費用項目が非常に粗くて、2008年の月次調査の費用項目の構成比と同じと仮
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定をするなどして推計をしたために、若干動きが大きくなった可能性があります。 

 これの評価ですけれども、11ページの２ポツにありますとおり、介護事業経営概況（実

態）調査の個々の費用項目の中間投入比率の動きそのものが小さいので、結果としてこん

な形になったのかなと考えています。 

 次に、インプリケーションということで、12ページ、13ページに「医療」、「介護」とそ

れぞれ記載してあります。まず、12ページ、「医療」からですけれども、まず「医療」部

分の中間投入比率の精度向上のためには、その枢要な部分であります医薬品費の中間投入

比率の精度向上がポイントとなると考えますが、先ほどのグラフのとおり、医療経済実態

調査を毎年の年次推計に反映したとしても、現行推計から大きな改善は見込めない可能性

が高いということです。 

 他方で、現在、経済構造実態調査が中間年の構造統計として審議が進められております

けれども、こちらでは、「医療・保健衛生」という事業活動に含める形で、医薬品費も含

めた費用構造を把握する計画となっているということですので、この取組が仮に実現いた

しますと、「医療」部分について安定した中間投入比率の把握の可能性も期待されるとい

うことでして、こうした新たな統計の利用可能性の検証も視野に入れながら、中間年推計

の更なる精度向上に向けて引き続き検討を続けていくことが重要と考えております。 

 それから、13ページの１ポツにありますとおり、「介護」部分の中間投入比率につきま

しては、そもそも経年的な変化は小さいというところがありまして、介護事業経営概況

（実態）調査を毎年の年次推計に反映できたとしても、現行推計と結果は余り変わらない

か、かえって改定差が大きくなってしまう可能性もあります。先ほど実際に見ていただい

たとおり、2011年で言いますと、青のＪＳＮＡに沿った場合の方が赤の介護事業経営概況

（実態）調査を反映した場合よりも緑の点に近かったということです。この点では、産業

連関表から得られる基準年の投入構造を基に推計している現行推計には、一定の合理性が

あると考えております。 

 他方で、介護分野につきましては、ロボットの導入などの技術革新により、将来的には

投入構造が大きく変化する可能性もあります。このような経済実態の動向にも十分注意を

払いまして、引き続き中間年推計における基礎統計、具体的には経済構造実態調査なども

含まれますが、その利用可能性について検討を続けることは重要と考えております。 

 最後に、若干蛇足ですが、14ページ、検証上の留意点ということです。基礎統計で利用

可能な情報の限界がありまして、既に述べたもの以外に、以下の２つの点についても幾つ

かの仮定を置いておりますので、結果の解釈には十分な幅を持って見るべきというふうに

考えております。１つ目は、費用定義の概念の差異ということです。医療経済実態調査の

費用項目は、実は病院経営実態調査より粗いということがありまして、ＪＳＮＡでは、中

間投入に該当しないとして除いている費用項目であっても、今回の医療経済実態調査を用

いた推計では含めざるを得ないというようになっているものもありまして、そういった点

は、今回捨象しているということです。 

 ２つ目は消費税の扱いでして、実は、医療経済実態調査では、費用項目は税込の記入と

税抜の記入が混在しております。そのままでは項目別の税込費用の復元はかなり困難でし
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て、推計には一定の仮定が必要ということです。今回は、第19回医療経済実態調査に別冊

として消費税関連の集計結果というのがありますが、この情報を基にしまして、税込・税

抜経理施設数の比が2013年と変わらないなどの仮定を置きまして、各年の費用項目別の税

込費用の復元を試みて推計したということです。 

 御説明は以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。それでは、質疑応答に入りますが、ただ今の内閣

府からの御説明に関しまして、肥後参与から御意見があるとのことです。席上配布資料

（資料４関連資料）が用意されておりますので、御説明をお願いします。 

○肥後総務省参与 どうもありがとうございます。ただ今、内閣府から非常に意義深い、

医療経済実態調査や介護事業経営概況（実態）調査といった年次の調査を利用することに

よって、どのような改善が可能かということについて詳細な御報告があったということで

す。委員の皆様に議論に入っていただく前に、私から若干のコメントをさせていただけれ

ばと思っております。席上配布資料を御覧いただければと思います。 

 １番目は、この検証結果の評価をどのようにするかということです。内閣府の説明資料

では、現行ケースを含めた、例えば８ページ目で見ますと、複数の延長推計結果、青実線、

赤実線、紫の点線というのが延長推計結果ですが、最終的には次の基準年、基準年が緑な

のですが、2005年と2011年に入っています。ですから2011年のこの緑ですね、黄緑の点に

近い値になっているかを評価の基準にしているということではないかと思います。 

 ただ、そもそも昨年８月のＳＵＴタスクフォース、座長の意見取りまとめでは、提起さ

れた課題というのは、「中間年推計における利活用に向けて、利用できない年次の補完を

検討する」ということですから、本当は毎年あるデータで、実は毎年ないので、それをど

うやって補完すれば毎年のものに近付けることができるかということですから、これをそ

のまま考えると、それは、例えば医療経済実態調査が、８ページですと、毎年あった場合、

これは赤実線になるわけですけれども、赤実線が真の値だと考えて、同調査が利用できな

い、２年に１回しか利用できないということがありますので、ここでは紫の点線というの

が補完ケースなわけですが、において十分な改善が図られているかという評価基準がある

あるのだと思います。ですから、内閣府の評価基準、つまり基準年で合っているかという

ことに加えて、この年次をうまく追えるかということも併せて検討する必要があると思い

ます。 

 具体的には、この紫の点線の補完ケースと毎年ケース、赤実線を比較して、補完ケース

の誤差がＧＤＰの精度上の許容範囲に収まっているかと。非常に大きな部門ですので、わ

ずかな差といっても結構な金額になりますので、それが許容範囲に収まっているか。それ

から、補完ケースは、現行ケース、青実線、今は青実線でやっているわけですので、青実

線よりも紫の方がいいのかどうかということが新たな評価ポイントになるのだと思います。 

 ２点目は、非常に細かい点ですが、正にこの補完ケースの補完方法でして、例えば、８

ページ目の医療の中間投入比率の推計結果においては、補完ケースで紫点線では、調査が

実施されていないのは2009年と2011年ですので、ここで補完が実施されているということ

です。ですから2009年はこれでよいということですが、2010年になると医療経済実態調査
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のデータが来ますので、2009年も2010年も分かるということですから、この時点で一旦赤

になった上で、その後また2011年に補完が行われるということなので、どう表記するかと

いう問題かもしれませんが、リアルタイムで見た補完ケースの数字というのは少し違うと

ころにあるのかもしれないなと。実際赤の上になって、2011年だけ紫になるということを

考えれば、補完ケースのパフォーマンスというのは、ここにある図表よりはよい結果にな

るのではないかということです。 

 それから、３点目、これが非常に一番難しい問題だと思うのですが、例えば、８ページ

目の医療の中間投入比率においては、中間年次の延長推計結果、現行ケース、毎年ケース、

補完ケース、いずれについても右下がりになっている。特に医薬品費は顕著かなと思いま

す。一方、2011年の基準年の推計値、この緑の点は2005年とほぼ同じ、これは医薬品費は

ほぼ同じですし、中間投入計についてはやや上回っているというふうになっています。で

すので、中間年次における延長推計結果相互間のかい離よりも、実は基準年のこの緑との

かい離が大きくなっているということが特徴です。ですから、中間年次の延長推計結果と、

延ばした結果と基準年の推計結果とのかい離がどのような理由で生じているのか、本分析

を評価するためには明らかにする必要があるというふうに思います。 

 特に、毎年ケース、赤実線は、医療経済実態調査の実測値、毎年あると思ってやってい

る延長推計ですから、この調査自体は基準年、黄緑の推計における主たる基礎統計でもあ

ります。毎年ケースと基準年推計とのかい離は、基礎統計との違いから生じているとは言

えないのではないかと。 

 下の横棒のところで、基準年における産業連関表の中間投入比率の推計には、医療経済

実態調査のほか、病院経営実態調査、この青の線ですね。それから、産業連関構造調査

（医療業・社会福祉事業等投入調査）が利用されているということです。もちろんこれは

基準年の産業連関表、先ほども内閣府から説明がありましたとおり、これはあくまでもＳ

ＮＡにおける基準年の推計値ですから、基準年の産業連関のデータそのものではなくて、

それを内閣府が組み替えられたというものですけれども、基本的には、データはおおむね

一緒ではないかということではないかと思います。 

 データ的にこの右下がりがどうなのかというと、そこは３ページ目に表を付けさせてい

ただいています。これは、非常に粗い数字で、内閣府がもっと細かく分けた上で税込・税

抜補正をされた上で使っておられるということですが、おおむね傾向は実際右下がりにな

っていまして、内閣府がおっしゃるとおり、普通に延長推計すると右下がりになってしま

うということです。この辺の理由をしっかり解明する必要があるのではないかと思った次

第です。 

 私からは以上です。 

○中村座長 内閣府からは何かリアクションはありますか。 

○木滝内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部国民生産課長 ありがとうございます。

今、肥後参与から３点コメントがありましたので、それぞれについて簡単にお答えをした

いと思います。 

 １つ目、本検証ですけれども、先ほど御説明いたしましたとおり、2011年の産業連関表
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を基に推計される中間投入比率を評価基準としているわけですけれども、これは、産業連

関表が医療経済実態調査のほか様々な情報を基に作成されるということを踏まえますと、

当該時点について、確度の高い中間投入比率の推計と考えられるということによるという

ことです。 

 そうであるといたしますと、先ほどの医療経済実態調査の年次データによる延長推計値、

つまり毎年ケースですが、こちらは要するに延長推計値でありまして、産業連関表を基に

推計される中間投入比率と比べましても、2011年時点の当該値を真の値と捉えることは、

困難ではないかと考えられます。仮に補完ケースが毎年ケースに近づいたといたしまして

も、毎年ケースの評価基準自体が依然として産業連関表を基に推計される中間投入比率で

あるということですから、補完ケースが毎年ケースに近いかどうかは、本質的な評価基準

ではないのではないかと考えております。これが１点目です。 

 ２点目ですが、今申しましたとおり、補完ケースと毎年ケースが近づくか否かは、評価

基準ではないと考えておりますけれども、１つ誤解があるかもしれないということで若干

補足説明をさせていただきます。資料４の６ページを御参照いただければと思います。 

 こちらに医療経済実態調査の公表の状況を記載してありますが、この中で、平成21年と

平成22年におきまして第18回とあります。この第18回が行われたのは、実は2011年です。

2011年の恐らく11月頃公表されたと思いますけれども、このときに同時並行で私どもは年

次推計をやっておりますので、2011年の11月に2009年や2010年の統計が公表されてもそれ

を反映することはできません。そういたしますと、2010年がそのとき第一次年次推計です

から、その翌年、2012年に行われる、2010年の第二次年次推計に初めて反映できるという

ことでこのような書き方になります。それよりも前の2009年は、もう第二次年次推計にな

っておりまして、それは第三次年次推計に変わりますが、そこではバランスを行うだけと

いうことですので、反映はできないということで補完になります。そういった制約条件が

ありますので、先ほど御指摘をいただいたような反映ということは、実際にはできないの

ではないかと考えております。 

 それから、３つ目に御指摘いただきましたかい離の問題ですけれども、先ほど御指摘の

ありました表にありましたとおり、医薬品費の中間投入比率というのは低下傾向にあると

いうことで、本検証における毎年ケースや現行ケースの推計は、医療経済実態調査ですと

か、あるいは病院経営実態調査を用いた延長推計の結果でして、これらの基礎統計の動き

を反映したものです。 

 他方で、産業連関表は、投入調査のように医療経済実態調査以外の情報も用いまして、

当該時点の部門別の中間投入を直接推計していると認識しております。それを基に基準年

で推計した中間投入比率と、今回検証で行った延長推計の結果の中間投入比率とは、必ず

しも一致はしないのではないかと考えるところです。 

 私どもからは以上です。 

○中村座長 それでは、委員の皆様から御質問・御意見をお願いいたします。 

○河井委員 まず、利用されている医療経済実態調査についてお伺いしたいのですけれど

も、医療経済実態調査で延長推計されるということに対して、２つぐらいバイアスがある
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のではないかと思っていまして、１つは規模のバイアスです。施設調査は全数調査ですけ

れども、施設調査に比べて医療経済実態調査では、診療所と病院とを２階層に分けてそれ

ぞれで拡大するということなのですけれども、それでもバイアスがあるのではないかと思

っていまして、そういうバイアスの点について何か考慮されているのかというのが１つ。 

 もう一つは、先ほども少し出てきましたけれども、院外処方が増えていて、その院外処

方で、薬局で購入する部分の医療費、薬剤費というのはどういうふうにして考慮されるの

か。それがないとしたならば低下傾向になるのは当然でありまして、その点についての処

理というのはどうされるのかというのが２つ目。 

 それとも関連するのですけれども、先ほどの厚生労働省の推計だと、薬剤費、特に診療

所における薬剤費の割合というのが反映されて差が出てきてしまう、差が出てくることが

予想されるわけなのですけれども、それと同じようなことがこちらの延長推計でも適用可

能なのではないかと思うのですが、そういうことは配慮される余地というのがあるのかど

うか。その３点。 

○木滝内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部国民生産課長 お答えをいたします。ま

ず、この前提なのですけれども、医療経済実態調査の公表値のみを使って推計するという

ことにしております。そういたしますと、病院ですとか、診療所ですとか、そういう施設

当たりの平均の数字しか分からないということで、１点目にありましたような、バイアス

というのを補正するような情報というのは、なかなかそこからは得づらいのではないかと

思っておりまして、そういう点については、今回の検証では考慮をしておりません。 

 それから、２つ目ですけれども、薬局につきましては、ＪＳＮＡでは小売業扱いという

ことなので、今回につきましては、医療経済実態調査を用いる際、病院と一般診療所と歯

科診療所の３つを統合して推計をしているということです。 

 それから、３つ目ですけれども、薬剤費を反映する余地ということなのですが、先ほど

のとおり公表値を使うということですと、それに外付けで変更をするといってもなかなか

難しいのではないかということでして、そういう意味では、基礎統計の限界というところ

はあるのかなと感じています。 

 以上です。 

○中村座長 よろしいですか。 

○河井委員 だとすると、こういう薬剤費の減少というのは制度における変化であって、

テクノロジーの変化ではないわけですよね。そうすると、投入係数という考え方とは少し

違うかなという気はいたしますね。誰が答えるのか、答えられない。 

○中村座長 要検討ということですね。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○菅専門委員 この、肥後参与が説明したときにおもしろいと思ったのは、赤が真の値で

あって、内閣府の見解は、赤は真の値ではないというわけですね。何か、これが多分正し

いのだろうというのがどこかにあって、そこに向かっていくという話にしないと分かりづ

らいと思うのですね。今、肥後参与がおっしゃられたように、赤が真の値だというふうに

して考えていくのか、そうではないとしたら、内閣府がおっしゃられた、ここは多分赤は
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真ではないのではないかとおっしゃられた場合は、では、真の値は一体どの値なのでしょ

うかというのが必要になってくるなと思ったのと、もう一つは、最後に経済構造実態調査

で補うというのだけれども、では、経済構造実態調査が真の値に今度はなるのかというこ

とになるわけですよね。 

 だから、私の見解だとどれも誤差が当然あるわけで、ただ、このあたりが多分真の値、

リアルタイムで把握できるかどうかというのはまた別の話で、それはまた別なのですけれ

ども、たとえ遅れて把握できたとしても、ここが多分真の値でというのをどこかですり合

わせないと、聞いている側は、そこをまず基準点として決めてもらわないと、何を選んで

いいのかが分からないのですね。 

 リアルタイムで把握できるかどうかというのは、その真の値が決まった後で、これぐら

いの誤差だったらこっちを使ってもいいかという話だろうと、その精度が落ちても使いや

すい方を使った方がいいのではないかという話で、だからそこのところを、できれば何が、

共通見解としてこのあたりがまあ真の値なのではないでしょうかというのを提示していた

だきたいのですけれども、そのあたりはどうなのでしょうか。 

 今のお話を聞く限りは、赤が真で、いや、赤が真ではないというふうになっているので

すけれども、そのあたりはどうなのでしょうか。見解としてどちらが正しいという言い方

は変なのですけれども。赤は真の値なのか、いや、そうではないと。赤ではないとしたら

どこにあるのかという。緑が真という話もあったのですけれども、そのあたり、少し見解

を確認させていただきたいと思うのですが。 

○中村座長 どなたの見解ですか。 

○菅専門委員 もちろん、だから。 

○中村座長 内閣府が緑だと言っているわけで。 

○菅専門委員 だからそれをすり合わせないと、何かすり合わせる方法とかはあるのでし

ょうか。今のままだと、こっちが真で、こっちが真でといって平行線になっているわけで

すね。当然今やっている方は、そこからの距離があるわけで、距離が違うわけですよね。

だから何かその。 

○宮川（努）座長代理 本当はね、多分、今、菅専門委員がおっしゃっているように、ま

た先ほど宮川専門委員がおっしゃったように、基準年での比率みたいなものがあって、そ

れに一番整合的な調査というのが中間年にあって、そこが真というか、統計上信用に足る

というか、連続性があるというふうにまず考えていくのではないでしょうかね、今後の作

成の仕方としては。その中でいろいろなデータがそれに近づいていくかどうかだと思いま

す。だからある意味で言えば、経済構造実態調査というのはそういう意味ですごく重要な

のではないかと。つまり設計において、経済センサスから経済構造実態調査というところ

の流れでそのサンプルとか、それから基のデータベースだとか、そういうところを統一的

に同じようなことで考えて、そして調査をしていくということでシームレス化を図ろうと、

こういうことなのかなと私は思っているのですけれども。今はそれに近付くような形でど

れが一番いいか。むしろそういうその辺の調査設計とか、そういうところでむしろ比較を

して、真というか、一番整合的な、年次を通じて整合的な、かつ一番大規模にやった調査



 -29- 

と整合的な調査というものを考えていくということではないかなと、私は聞きながらそう

思ったのですけれども。 

○中村座長 そういうことだと思いますけれども、ただ、ここの８ページの図でも見られ

ますように、中間年を延長していって、最後はその2011年、ここが基準の、これが出たと

ころで基準改定をしてここに合わせるという作業があるわけですよね。そういう意味から

言えば、ＩＯのこの比率、これを真だというのが作業の前提だと思うのですよね。 

○菅専門委員 緑が真であると。 

○中村座長 はい。 

○宮川（幸）専門委員 私もその緑を信じるしかないという話もそのとおりだと思います。

ベンチマークが基準だと、今おっしゃっていた話がそうですけれども、そうあるべきだと

思うわけですけれども、それこそ、では現在の平成23年表の値が本当に真なのかどうかと

いうまた話が一方あって、それはもちろん先ほどの話で言えば、投入係数がきちんととれ

ているのか、医薬品のとかという話があるわけで、重要なことは、今、宮川座長代理がお

っしゃったように、その経済構造実態調査でどうやるかということと、基準年の投入で、

これは投入調査、産業連関構造調査ですか、そのときに、例えば企業ベースで中間年をや

るのに対して、基準年の調査はどういった形でその投入調査をやるのかとか、そこのとこ

ろを、直近の問題には応えられませんが、少なくとも将来的にはそこをしっかりしていか

ないと、まさにベンチマークというような、に値するようなものを作るということが第一

に必要なのではないかというふうに私もこの議論を伺っていて思いました。 

 以上です。 

○宮川（努）座長代理 だからさっきからこだわっていたのです。私の発言意図はそうだ

ったのです。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。 

 少し時間が大分押していますので、とりあえず、ただ今の内閣府からの御報告によれば、

医療経済実態調査、介護事業経営概況（実態）調査の中間年推計における利活用に向けた

検証結果からは、両調査を利用できない年次については補完を要するが、補完による誤差

が無視できないなど、現状のままでは利活用に困難な点があるだけではなく、仮にこれら

の調査が毎年の年次推計において利用可能になったとしても、現段階では、推計精度の改

善はそれほど見込めないということでありました。もっとも今回は2005年から2011年にか

けての基準改定１回限りの検証ですので、その結果については幅を持って見る必要があり

ます。 

 また、現在、産業統計部会、サービス統計・企業統計部会の合同部会において審議中の

経済構造実態調査が実施されれば、将来的には新たな基礎データが提供されることとなり

ます。このため、経済構造実態調査の実施状況を見ながら、医療経済実態調査及び介護事

業経営概況（実態）調査と併せて、これら基礎データの利用可能性を総合的に検証するな

ど、中間年推計における推計精度の向上について引き続き検討を続けていくというふうに

したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○中村座長 それでは、そのようにさせていただきます。 

 続きまして、これ以外の建設・不動産、教育分野における進捗状況を総務省からまとめ

て御報告をお願いいたします。 

○中村総務省政策統括官付企画官 国土交通省と文部科学省が担当されています建設及び

教育分野につきまして、事務局から簡単に御説明させていただきます。資料５です。 

 資料５に課題の進捗状況ということで、上段に国土交通省、下段に文部科学省について

記載しております。こちらの一番左側の課題というのは、参考２にあります工程表のとこ

ろに該当する部分です。 

 国土交通省におかれましては、建築着工統計、建設工事施行統計、進捗率調査、もろも

ろの課題について取り組んでおられて、文部科学省につきましては、公立学校の費用把握

につきましてですけれども、委託調査を活用して地方公共団体の決算明細書のデータを収

集すると、このような課題を掲げておられます。この４～６月期につきましては、工程表

のスタートのタイミングでして、とりたてて御報告する事項はありませんが、両省ともス

ケジュールどおり現在進捗されていると伺っております。報告の予定としましては、右側

にあります各それぞれのタスクフォースの場で報告をするということになっています。 

 簡単ですが、以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。それでは、御質問・御意見がありましたらお願い

します。よろしいでしょうか。 

 それでは、この点につきましては、特段宿題はないといたしたいと思います。 

 次に、基準年ＳＵＴ・産業連関表等の部門構成の決定に係る検討状況につきまして、総

務省から御報告いただきます。まずは、前々回の第７回ＳＵＴタスクフォースで審議し、

継続案件となっておりました「産業」概念の整理についてです。それでは、総務省からお

願いいたします。 

○植松総務省政策統括官付調査官 総務省です。ポイントを中心に御説明をさせていただ

ければと思います。お手元、資料６を御覧いただければと思います。 

 今、座長から御紹介がありましたけれども、前回のＳＵＴタスクフォースでは、「産

業」概念について、実務、要は調査、あと理念、そういった考え方を再度整理するように

という御指示をいただきました。以下、凡例はこの表現をつかいます。理念面の整理、あ

と実務面の整理と続きますけれども、まず事実関係を整理させていただいております。 

 ①理念面の整理ということですが、供給・使用表の「産業」ということであっても、生

産活動、アクティビティに近いものが望ましいというのが2008ＳＮＡ、これから引用させ

ていただきますけれども、そういったところの整理です。実際に2008ＳＮＡの整理を記載

しておりますけれども、ただ、2008ＳＮＡでは、アクティビティの単位ではなくて、それ

に近いとするＥＳ、事業所によって「産業」を捉えることが推奨されております。ただ、

諸外国もＥＳではとれない場合、ＫＡＵという今から説明する概念を用いて「産業」を捉

えているといったような指摘があります。 

 ※印が2008ＳＮＡの記述内容、これも４点あります。これもポイントを中心にというこ

とです。まず１点目、2008ＳＮＡでは、ＳＵＴに使う統計上の扱いとしてはＥＮというの
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が考えられるのですけれども、ＥＮでは粗いと。要は異質なものが入っている可能性があ

るので、それを分けるというような話を記載しております。企業をより細分化するという

話です。 

 実際に企業の細分化の基準としては２つありまして、１つ目が今から申し上げるＫＡＵ、

もう一つが地域別単位と２つあります。ＫＡＵにつきましては、ダブルクオーテーション

で囲った部分、引用ですけれども、アクティビティがほぼ１の単位というような書き方で

す。それを両方クロスすると事業所になるというのが記述内容です。 

 それから、３点目、供給表においては、この事業所を推奨しております。ここの表現も

かいつまんで読みますと、事業所としても、要は生産物、生産単位というような言い方を

されておりますので、どちらかというと地域単位というよりは、活動種類による単位、分

類基準としての事業所を推奨しているという事実があります。 

 それから、最後に、アクティビティは把握できないという話です。ＵＨＰという表現が

また登場するのですけれども、この単位については、対応した会計データを直接収集する

ことは不可能という言い方をされていると。 

 以上、４点に総合すると、事業所によって捉えるということが大体の2008ＳＮＡの定義

です。 

 それから、お開きいただきまして、今のが理念面の話ですが、実務面の整理。実務面と

いいましても把握の面と実際の推計の面と２つあります。実務面の整理につきましては、

企業から実際に調査のデータをいただくという関係がありますので、会計管理の単位とい

うことで、帳簿単位ということが基本的に望ましいであろうと。ただ、企業によっては、

それは様々な対応だろう。実際に調査の実績を勘案しますと、事業所とか企業に対するも

のはありますけれども、2008ＳＮＡが言っているＫＡＵというのはないですし、いわゆる

事業所母集団データベースについても事業所とか企業に対するものということになってい

ます。 

 それから、２点目、サービス分野につきましては、そもそも帳簿単位とは異なるような

事業所単位の経理事項の把握には困難があるというのが今の実績でいろいろと指摘されて

いるところです。 

 それから、３点目、この事業所とか、企業とか、ＫＡＵというところの違いというのが、

実は大企業の話でして、中小企業はそれほど違いがないだろう。 

 それから、４ポツ目が、諸外国といっても、2008ＳＮＡで言う事業所で完徹しているわ

けではなくて、ここに実はEurostatの円グラフなのですけれども、エンタープライズがあ

ったり、インスティテューショナルユニットがあったりしますけれども、ＫＡＵとか、こ

こで言うローカル・カインド・オブ・アクティビティユニット、赤いところが事業所に相

当しますけれども、いろいろそれぞれあると。要は、諸外国の実情に応じて合わせてやっ

ているということがうかがい知れるということになります。 

 それから、最後に３点目、実務面の整理、推計との関係なのですが、今、実務面の把握

との関係を考えると、把握できるものと推計すべきものというのが、違いが出てくる場合

もあるだろうと。その違いが大きい場合は補正が難しい場合もあるだろうと思います。実
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際にこの2020年の供給・使用表、ＳＵＴを作っていく上で、これまで実はこのような経験

はありませんので、今、統計調査をいろいろと検討中ですし、あるいは生産物分類の検討

状況等も踏まえて、どういったところで経理がとれるかというのは、今後整理が引き続き

されるということになりますと、一定の、この段階で何かを決め切るというのは難しい部

分もあるというのが３点目です。 

 以上を踏まえて考え方の整理というところを御覧いただければと思います。１点目につ

きましては、2020年の供給・使用表の「産業」というものは、国際標準に合わせていこう。

となりますと、少なくとも事業所で定義するか、ＫＡＵというところが１つメルクマール

になるだろうと。ＫＡＵで脚注を付けさせていただいていますけれども、国際基準を踏ま

えると、事業所というのがＫＡＵと地域概念のクロスなので、そういう意味で言うと、集

計するとＥＳとＫＡＵというのは集計結果が同じになるという傾向はあると思うのですけ

れども、そういったところも踏まえると、事業所を集約したＫＡＵというところは１つ事

業所で捉えられない場合のメルクマールになるのではないかと思います。 

 それから、実際に把握の考え方は後述しますけれども、実際にできるところでデータを

把握した上で、このような概念に合わせて「産業」の計数を推計するというプロセスにな

るだろうということです。 

 それから、２の（２）ですけれども、先ほど、推計上、今の段階で得られてない検証結

果があるということがありました。実際、我々、調査で把握されたデータの補正というと

ころも考えていく予定ですけれども、なかなか経験がない場合は推計自体が難しい場合も

あるだろうと、ここに例示させていただきましたが。そういった場合は、定義に立ち戻る

という一定のプロセスが必要でしょうし、2025年も引き続き検討すべきであろうというの

が２点目です。 

 それから、最後に把握の考え方ですけれども、事業所単位で現に経理事項がとれないと

いった場合は、個々の調査で工夫が必要だということを３点目で指摘させていただければ

と思います。 

 以上が考え方とか理念の整理で、それを実際の調査に適用すると次の３ページから４ペ

ージ目の話になります。３ページ目は、この今回の基準年の推計で一番重要な経済センサ

スの実際の適用です。経済センサスにつきましては、前回のＳＵＴタスクフォースでも御

議論がありましたけれども、一部の産業ですが、ここで模式的な図としてα株式会社の例

を出しておりますけれども、要は、サービス業の一部が事業所単位の経理は内訳はとらず

に企業単位になる部分もあるだろうという、先ほどの、少し事業所単位はとりづらいとい

うことと関係します。 

 このα株式会社の事例で御説明すると、それぞれ、Ａ事業所は製造業、Ｂ事業所は商業、

Ｃ事業所とＤ事業所はサービス業ということを想定いただければと思います。Ｃ事業所は、

厳密に言うと現行の調査でも企業単位で把握していた運輸業とかというところを想定いた

だければと思います。Ｄ事業所は情報サービス業を想定していまして、情報サービス業は、

従来の調査では事業所単位の売上の内訳を把握していたというモデルです。今、経済セン

サスの検討状況を踏まえると、このＤ事業所の分もＣ事業所と同様に、事業所単位の内訳
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ではなくて企業単位の内訳を把握するという予定です。 

 そういったモデルを想定してまいりますと、経済センサスで得られる状況というのが、

このα株式会社で、これは今申し上げた運輸業が主業ということを想定しておりますけれ

ども、企業単位で売上高、一応囲みをしておりますが、58億円の内訳、これについては企

業単位でしっかりとれるということになります。 

 それから、Ａ事業所とＢ事業所、それぞれ製造業と商業ですけれども、ここも事業所ベ

ースで調査を実施する予定ですので、Ａ事業所の経理事項、あるいはＢ事業所の経理事項

の内訳は把握される。要は、経済センサスで得られるデータはこの３つということでして、

Ｃ事業所とＤ事業所は、当然産業の格付けとか従業者数等々データは得られる、当然調査

はしますけれども、この売上高の詳細な内訳は得られないと。そういうわけで、Ｃ事業所

とＤ事業所は売上高が得られない。特にこの事例の場合は、Ｄ事業所というのが運輸に付

随する情報サービスということで、Ｃ事業所とＤ事業所は関連が極めて深いというイメー

ジですが、その場合は、先ほどの事例を当てはめると、Ａ事業所とＢ事業所はそのまま事

業所単位で産業を構成する、統計単位１と２です。データも変わりません。 

 問題となるのがそのＣ事業所とＤ事業所でして、これはある種のＫＡＵ的な発想になり

ますので、Ｃ事業所とＤ事業所というところを組み合わせて、企業全体の58億円とＡ事業

所とＢ事業所のデータを使って推計すると。ここの場合は、単純に控除するという方式で

すけれども、推計方法も工夫が必要だと思うのですが、そこで統計単位３ができる。１と

２と３ということで、供給・使用表の産業のベースができてくるという状況です。 

 ※印のところに触れさせていただくと、そうはいっても、実態上調査がどこまでできる

かというところがありますので、例えば、今Ａ事業所、製造業であっても、調査の実態で

はかなり、要はほかの部門が混じっていると、そういう事例があるかもしれません。その

場合は、例えば統計単位１から産業③、運輸業の割合が大きい場合はその分割を推計上考

えていこうと。あるいは、例２にありますけれども、今、Ｃ事業所とＤ事業所を合算しま

したけれども、Ｄ事業所のウエートが大きいという場合があるかもしれない。その場合は、

統計単位３から産業４④を分割するという作業が必要。経済センサスからこのような推計

を想定しているという話です。 

 よろしければ資料の最後のページですけれども、それぞれ経済センサス以外の投入調査

と経済構造実態調査というのが今問題になっています。この上の表は、経済センサスのそ

れぞれの調査につきまして、上の方が費用状況、使用表の推計。下の方が供給表の推計で

す。経済センサスは、今申し上げましたとおり、供給表側の推計ですので、上のところは

バーになっていまして、下が供給表の推計で使うところ。今サービス業が問題なので、サ

ービス業に限定した議論をさせていただければと思います。 

 それから、投入調査につきましては、使用側のデータが得られるのが目的。経済構造実

態調査、二重線の仕切りをしておりますけれども、これは毎年の調査なので、それぞれ、

例えば、使用表のデータと供給表のデータのベースが得られると。それが表の趣旨です。 

 そういう意味で言うと、下の図を御覧いただければと思うのですけれども、この図は何

かというと、それぞれの調査で捉えられるところが微妙に異なってくる場合がある。この
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表は、先ほどの企業全体の58億円を表頭と表側に分けていまして、表側は先ほどで言う事

業所単位、Ａ事業所とかＢ事業所とかＣ事業所＋Ｄ事業所というところが分かるようにな

っています。右側が、その当該事業所が実際にやっていること。産業①から④まで並べて

いまして、このデータは全部売上高という状況です。 

 先ほどの事例、経済センサスでは、この産業③に相当するＣ事業所＋Ｄ事業所、統計単

位３というのが表側にありますけれども、これのデータが経済センサスのベースになる

「産業」概念と。だからこの囲みですね。ＳＵＴの概念上の主業③という、39億円となっ

ているところ。ここが経済センサスでベースになるデータ。 

 対しまして、投入調査と経済構造実態調査は、まず経済構造実態調査から御説明すると、

灰色で背景が変わっているところ。36、２、２、32と縦方向があります。経済構造実態調

査の今の調査計画は、産業③のうち、大分類程度の１つの区分の費用を把握しようとして

いるということで、この36億円の一部の費用が把握されるであろうと。 

 対しまして投入調査については、これは今後検討なのですけれども、例えば、一番大く

くりで申し上げると、企業全体の58億円の費用になりますし、もう少し、この辺、記入者

負担等々の兼ね合いはありますけれども、例えば、製造業と商業は売上原価の発想が変わ

るので、そこを除いた部分ということになると、産業③と④というところの費用をしっか

り引くということになりますが、その場合は、少し破線が若干粗いところが36と４の内訳

がありますけれども、これが40億円の内訳になると。いずれにいたしましても、調査でと

れるところというのがこのような形で、一定の違いはあるものの、その違いについて今後

検証しつつも、そういったことを所与としつつ推計を続ける必要があるだろうと。考え方

については、理念はしっかり確立した上で調査をしっかりこのような形でとれるようにし

ていこうと。それが統計改革の発想にそぐうのではないかと考えております。 

 説明は以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。それでは、御意見・御質問がありましたらお願い

いたします。どうぞ、宮川専門委員。 

○宮川（幸）専門委員 この問題というのは、結局ＳＵＴとして理論的に望ましい産業あ

るいは部門の定義ということと、ただ、実際に一次統計調査で何がとれるのかというとこ

ろがかい離しているということが問題で、それを埋めるのをどうするかという話だと思う

のですが、前々回のお話ですと、それを埋めるために、ＳＵＴとしての理念の方を変える

というようなことも含めて臨機応変にというような印象を受けていたのですけれども、今

回は、少なくともＳＵＴとして望ましいものはこれだというものを定めた上で、統計調査

をやるときには、それをそのまま聞ければもちろんいいわけですが、それができないとこ

ろは、ある程度調査の単位が、企業であったり、ＫＡＵであったり、事業所であったりと

ばらばらになることはあるけれども、それを結局後から加工する、ないしは補助的な調査

をするなどによって、理念としてのＳＵＴに近付けていこうというように私は読み取れま

したので、その点では、こういう方向性自体はそれでよろしいのではないかというふうに

私は思っております。 

 ただ１つ心配を私がいつもしておりますのは、その経済センサスの枠組みの中で、今こ
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の３ページのα株式会社ですと、サービス業が主業で、副業として10億円の製造業をやっ

ているという話。これは、製造業を事業所でとるので製造業の副業もとれますよというこ

とだと思うのですが、逆に、企業の格付けが製造業であり、そして副業としてサービス業

を物すごく大きくやっているというケースは、製造業は事業所でとってしまうし、サービ

ス業は企業でしかとらないとなると、もちろん企業票、事業所票、両方あるのでしょうけ

れども、サービス業の細かい内訳がとれないというようなことになると問題だよなという

ことをいつも心配していたわけですが、あるいは、例えば、α株式会社で、今度は産業③

が36億円で、産業④が36億円に近いぐらいの、要するにサービスの中で今度は副業が大き

いと。そういったケースもこの３ページの下の方では、分割するということを検討すると。

これは一次統計の段階で補助的な調査みたいなことをされるのか、あるいは、加工統計の

段階で、リディフィニション的な発想で分割をするのかというのはこれから検討されるこ

とだと思うのですが、そこが一番の最終的なＳＵＴの精度、あるいはベンチマーク法によ

るＧＤＰ統計の精度を決める肝になるところだと思いますので、是非その副業が大きいケ

ースをきっちり分割していくということの方法の検討は、これからも継続的にやっていた

だけたらなと思っております。 

 以上です。 

○中村座長 よろしいですか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 はい。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。 

○菅専門委員 非常にルート、統計単位が錯綜していて、分かりづらいという印象はある

と思うのですが、これは、海外ではこういうふうにたくさんの統計単位がある。これは、

事情は行政記録の活用が始まってしまうと、そうすると行政記録というのはいろいろな単

位があるものですから、それとすり合わせて、既存の単位のすり合わせにみんな苦労をし

たわけですね。そのうち、結果的にこういうふうに収束していった。だから、もともと行

政記録の使用が始まらなければ、恐らく事業所だけだったのだろうと思うのですね。現実

に合わせてこういうふうになっていったと思うのですけれども、今回の推計の１つ一番評

価できる部分は、企業単位でいろいろな事業があって、それぞれが関連しているというの

を把握した上で推計するわけですね。今、製造業もサービス化をしていますし、サービス

業も製造業化しているわけです。つまり、そういう、深く実は関連し合っていて、そうい

うのを描く方向に向かっているのだろうと思うのですね。だから、実はこれは、今まで製

造業は製造業、サービス業はサービス業と独立に推計していたわけですけれども、こうい

うふうな方向に向かっていく方が、現実の産業の変化に対応した推計なのだろうとは思っ

ているわけです。だから、今これを見ると、何かそのＣ事業所とＤ事業所を残差で推計し

てしまうように見えてしまうのですけれども、そうではなくて、企業全体としてつながり

を持って推計するとこうなってしまうのですという話だろうと思うのです。決して、印象

として、これまでこうやっていた、すごく精密に細かくやっていたのが大幅に後退したと

いう話ではなくて、むしろ時代、産業がそういうふうに、製造業もサービス化して、サー

ビス業も製造業化している中で、お互い企業単位で密接に関連しているのを描こうとした
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というふうに評価すべきなのではないかと思われます。 

○宮川（努）座長代理 それに関連して。 

○中村座長 どうぞ。 

○宮川（努）座長代理 私も宮川専門委員と菅専門委員の意見で賛成なので、ですから、

先ほど宮川専門委員が言われたように、製造業のサービス化が進んでいる中で、今までど

うしてきているのかという問題は結構あって、例えば、私なんかの興味のあるところでは、

製造業があって、今まで研究開発サービスとかというのを多分分離してきたのではないか

なと思うのですけれども、それだってどういう形で分離ができていたのか。その分離から

多分恐らく研究開発サービスを固定資本形成に今はもう使っているはずですから、そうい

うのは、むしろ改善するのか、それとも、むしろ逆にこういう枠組みの中で、消化してい

くことができるのか、その辺はもう少し聞きたいところはあります。 

○中村座長 ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 時間がなくなりつつありますので、それでは、次に進めさせていただきます。 

○宮川（努）座長代理 今までのやり方との連続性とか、菅専門委員がおっしゃったよう

な部分についてはすぐ答える必要はないと思いますが、まだ検討の段階で、今回御説明さ

れた妥当性については、過去との連続性においてどう妥当なのかということも次回あたり

で触れられるようにしておいていただければありがたいなということです。 

○植松総務省政策統括官付調査官 分かりました。 

○中村座長 よろしいですか。 

○植松総務省政策統括官付調査官 はい、分かりました。 

○中村座長 では、そのようにお願いします。 

 では、続きまして、2020年表の推計方法の検討状況について、また総務省からお願いい

たします。 

○植松総務省政策統括官付調査官 続きまして、資料７を御覧いただければと思います。

こちらについては、まず2020年表のサービス分野の供給・使用表、あるいは産業連関表と

いうところの現状の整理をさせていただいた資料です。資料７、ワードで１枚になってい

ますけれども、非常にイメージということで、概念的にはまだまだ詰めるべき点は幾つか

あるのですが、今の状況で御説明いたします。 

 まず、今のＩＯ、現状の産業連関表ですけれども、アクティビティ×生産物、Ａ×Ｐと

いうことを言っております。実際にＰ×Ｐ、生産物×生産物ということも言うのですけれ

ども、これは、アクティビティを精緻に定義すると、Ｐがほぼ１つ出てくると、そういう

前提があって、Ａ×Ｐと言ったりＰ×Ｐと言ったりすると。少しそこら辺、分かりづらい

かもしれませんけれども、そういった整理をさせていただいております。 

 それから、実はＳＵＴ、先ほどの「産業」概念に絡むのですけれども、実は、供給・使

用表ともにＩ×Ｐということでして、あるいは、国際的なシンメトリックなＩＯＴという

ものはＰ×ＰないしＩ×Ｉということです。今、問題意識としては、「産業」概念をこう

やって確立するということは、この産業連関表がアクティビティというところと生産物の

表をつないでいますので、ここをうまく整理した方がいいという問題意識です。 
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 我々、その整理の中で、2020年表におけるサービス分野のＳＵＴによるＩＯということ

を何度か資料を、非常に雑ぱくなものですが、出しておりますが、そのときに申し上げて

いたのが、ここに鍵括弧付きですけれども、サービス分野のみの使用表をまず作りますと、

それからＩＯを推計し、あるいは、サービス分野以外は、これまでどおりの産業連関表、

先ほど少し製造業みたいな話がありましたけれども、一応今想定しているのは従来どおり

の方法ですけれども、そこはもっと工夫をしていかなければいけないのですけれども、一

応これまでと同様、手法としては同様にということで直接推計。最終的なものは、そうや

って産業連関表と供給・使用表を得られてくるということですけれども、そのサービス分

野の使用表というところは、今、私どもで投入調査をやっていますけれども、サービス産

業・非営利団体等調査、結構サービス業を広範囲にやっている調査がありますけれども、

このようなところの対象産業をベースにしていこうということです。 

 以上のこれまで申し上げた事実関係の整理を踏まえて、2020年表の推計のイメージは、

現段階では以下のように考えています。 

 まず、ステップの最初の１番目、これは、センサスの、先ほど資料６でも御案内させて

いただきましたけれども、経済センサス‐活動調査を使って供給表の第一段階目の推計を

やっていこうと考えています。ここで言う供給表はサービス分野とかではなくて、したが

って製造業もひっくるめた、ここはかなり製造業とサービス業をハイブリッドで推計する

というイメージですけれども。製造業等は、先ほど議論もありましたけれども、事業所ベ

ースの品目別の売上高等を使ってＩ×Ｐの表を作っていこうと。それから、サービス業に

ついては、企業ベースのデータを把握した上で推計していこうというような流れになって

くるかなと思います。それがこの第一段階で供給表の一定のものが出てきてくると。 

 それから、ステップ２が、サービス分野の使用表の第一段階目でして、このサービス産

業・非営利団体等調査を使いまして、サービス分野の列、Ｉ列、産業部門の、要は限定が

かかったところです。製造業とかは除かれる部分になりますけれども、そういったところ

でサービス産業・非営利団体等調査が、先ほどの最後のページにありましたけれども、企

業とか企業の一部のデータの費用をとっていくと。そういったものを「産業」概念の整理

に合わせて補正した上で、最終的にサービス分野の列の推計、費用構造が分かってくると

いうのが第二段階、ステップ２です。 

 それから、ステップ３ですけれども、サービス分野の生産物ごと、要はここから先がＩ

Ｏの作業になるわけですなのですが、今、Ｘ表、ＩＯの方は、サービス分野の要は品目ご

と、あるいはアクティビティと先ほど言っていましたけれども、そこの投入額を推計する

必要がある。そういう意味で、ステップ３というのは、Ｐの投入構造の推計になるわけな

のですが、それはステップ２で使ったＩごとの投入構造で推計していこうということにな

るかと思います。ただ、ＰとＩはイコールではありませんので、そこの括弧書きはそうい

う趣旨を検討しなければいけないということです。 

 このステップ２から３というのは、要は１、２、３のここの途中までが新たに2020年表

で加わる部分で、３、４、５、６は、これまでのＩＯに似てくるのですが、４は、今サー

ビス分野の生産物ごとの費用ですけれども、いわゆる財部分も生産物ごとの投入を推計す
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ると。これは従来と同じようなことになるだろうと考えています。それがステップ４です。 

 それから、ステップ５で、３と４は投入額側なので、要は行方向の話がありまして、そ

れは、これも従来と同じような方法で、ステップ５の推計は、要は行部門ごとに産出先、

需要先の構造を捉えて、それで推計していこうというプロセスです。 

 ４と５を組み合わせると投入と産出、２つの数字が出てまいりますので、それでステッ

プ６は計数調整、これは従来どおりでして、どちら側のデータが妥当性ある、なしという

ことを全部踏まえて調整作業が入ります。 

 ４、５、６でＸ表ができます。４、５、６のＸ表の結果を１と２で作りました供給表と、

あと部分的な使用表に反映するというのが最後の７でして、一般的には、今の基準改定

等々でされている方法も参考になるとは思うのですけれども、それで商品技術仮定という

書き方をしていますが、４、５、６のデータと１、２のデータの整合性を図るという作業

が最後の７で、それを供給・使用表として基準年として公表していこうと。全体の流れは

以上を想定しています。 

 説明は以上です。 

○中村座長 ありがとうございました。それでは、御質問・御意見がありましたらお願い

します。よろしいでしょうか。どうぞ。 

○宮川（努）座長代理 そうすると、その2020年の形なのですけれども、これは、基本は

産業連関表を作って、例えば、ＳＵＴからも産業連関表を作るという形に変えていく、イ

メージはそんな感じだったのですけれども、そういう、サービス分野についてそうする。

その辺のイメージがよく分からないのですけれども、それだけ。 

○植松総務省政策統括官付調査官 ありがとうございます。宮川座長代理の御指摘のとお

りで、サービス分野は、今のＸ表は問題意識をかなり持っているので、こういう使用表、

供給・使用表の枠組みを使ってうまく投入構造を捉えていこう。まず、一番、何ていうか、

投入構造が捉えきれてないのではないかというところを、供給・使用表の考え方をうまく

使って精度を上げていこうというのが2020年表の目標で、多分そこが一番重要な、我が国

の重要な課題かと考えています。 

○宮川（努）座長代理 ここは少し超越的なコメントになると思うのですけれども、まだ

タスクフォースの段階なので、国民経済計算体系的整備部会でも議論した方がいいかなと

は思っているのですが、統計改革推進会議で議論をしていたときに、その2020年、例えば、

委員の中には、もっとＳＵＴへの改革スピードを早めろという意見の人が結構いたわけな

のですね、そういう意味で、経済構造実態調査と、例えば先ほど言われた経済センサスと

のシームレス化とか、もう少しアピールできる部分があった方がいいなとは思うのですけ

れども、今の話についても、手法はそれでいいと思います。しかし改革の特徴部分、もう

少しめり張りをつけて、どこの部分をどう変えていくかということ、つまり、2020年の段

階でも、半歩でも一歩でも前進しているというところを、もう少し分かりやすい形で出し

た方がいいのではないかと思いますし、会議の中でもそれを出していった方がいいのでは

ないかというふうに思っていますので、その点をよろしくお願いしたいと思います。もし

これを例えば国民経済計算体系的整備部会でプロセスを承認し、かつ統計委員会に上げる、



 -39- 

夏の統計委員会で上げるとしても、今言ったことを意識してほしいと思います。 

○植松総務省政策統括官付調査官 分かりました。特にサービス分野の拡充というところ

が重要な点だと思いますので、そこを強調させていただければと思います。 

○中村座長 どうぞ。 

○宮川（幸）専門委員 今の点に関連して、私自身、これは１つサービス部門の中という

のは１つの進歩だと思うのですが、この中に記載していないことで実際進められることと

して、多分、生産物分類の導入というのがあって、サービス分野の生産物分類が導入され

て、プロダクトと言っているものが、もともとプロダクト・プロダクト表だと言っている

もののそのプロダクトの中身が大きく変わると。それによってＧＤＰ統計の精度が上がる

というのは、実はすごく売りというか、大きな変革なのではないかというふうに思います。 

 以上です。 

○中村座長 よろしいですか。 

 それでは、最後、１つだけ残っています。当面のスケジュールにつきまして、総務省か

ら御説明をお願いします。 

○植松総務省政策統括官付調査官 お手元の資料８を御覧いただければと思います。今後、

今年度末に基本構成の大枠ということの取りまとめがなされるというところを、少し今ま

での説明よりも、この時期に何をやるかを明らかにした資料です。 

 全体のスケジュールに関しましては、おおむね四半期ごとに一、二回ということになる

と聞いておりますので、四半期ごとにタスクフォースの配置を置いております。その前に

産業連関表の固有の事情もあるかと思いますので、ＩＯ技術会議を併せて記載してありま

す。それで一番上の欄は、そのままＳＵＴタスクフォースの取りまとめに年度末に至ると。 

 幾つか検討事項がありますけれども、「産業」の基本概念、今申し上げていた、御議論

いただいたものと、あと部門というのは、部門を実際にどう構成するかというところ。そ

れから、基礎統計の整備は、経済センサスとか投入調査の話です。それから、推計方法を

どう構築するか。今回少し触れさせていただきましたけれども、そういった４つの課題と、

あとそれに伴う調査研究、分析的な話があるだろうと。それから、最後に５分野というこ

とで、今回少し御議論いただきましたけれども、そういったところの整理をさせていただ

きました。 

 アンダーラインがＳＵＴタスクフォースで御報告、御議論を私どもとして想定している

内容でして、今、４～６月のところに「産業」概念、あるいは産業連関表等の概念、それ

から、推計方法のところに線を引かせていただいています。それから先ほどの５分野の議

論と。 

 それから、７～９月以降ですけれども、例えば、内閣府の御要望が幾つか基本概念のと

ころとか部門のところで出てくるであろうと思われますし、あと、基礎統計の整備のとこ

ろにつきましては、７～９月以降、工業統計調査の実施状況もありますけれども、経済セ

ンサスの試験調査というのが１つ重要なもので、来年度を想定していますけれども、その

ための検討というところと、あと投入調査の整備方針というところが７～９月、10～12月、

１～３月とありまして、一定の取りまとめをするということになろうかと思います。 
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 それから、推計方法につきましては、今回、2020年表の１回目ということですけれども、

このような議論も踏まえた2020年表、あるいは2025年表の最終形とされるところも見越し

た検討。それから、年次推計の話ということがあります。それも10～12月にかけて議論し

ていきたいなと思っております。 

 それから、そういったものを支えるために調査研究として、投入調査の分析とか、ＩＯ

の精度検証とか、あるいはサービス部門の企業ヒアリング、順々に段階を追っていこうと

思いますけれども、そういった分析を踏まえて御議論をいただければと思っております。 

 最終的には、この一番右上にありますけれども１～３月のＳＵＴタスクフォース取りま

とめというところに収束できればなというのが総務省としての希望でもありますし、進め

ていきたいと思っております。 

 説明は以上です。 

○中村座長 御質問はありますでしょうか。 

 では、よろしければ、本日予定していた審議は以上ですが、今日の議論の中で、製造業

の企業がサービス業を大きくやっている場合の問題点であるとか、あるいは、製造業とサ

ービス業を分けることについて、これまでどういう方法でやっていたのか、あるいは今後

どうすべきかと。2020年表でサービスの投入構造をしっかり捉えるということがポイント

であるということでもありますので、次回のＳＵＴタスクフォースでは無理かとも思いま

すけれども、いずれはそういったことについて議論をしたいと思いますので、よろしくお

願いしたいと思います。 

○植松総務省政策統括官付調査官 分かりました。 

○中村座長 それでは、今日の審議は以上ということにしてよろしいでしょうか。 

 それでは、次回のＳＵＴタスクフォース会合の開催日程及び関連事項等について、事務

局から御連絡をお願いいたします。 

○櫻川総務省統計委員会担当室室長 御連絡いたします。ＳＵＴタスクフォース会合は、

毎四半期に２回開催の予定であり、次回は９月ごろをめどに開催して御報告させていただ

く予定です。日程等、詳細が決まりましたら改めて御連絡いたします。 

○中村座長 以上をもちまして、本日のＳＵＴタスクフォース会合は終了といたします。

長時間、ありがとうございました。 


